
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

No. 

社 会 
J R

06-062

インドネシア共和国 

小地域統計情報システム開発プロジェクト 

実施協議報告書 

 
 

 
（2006 年）  

平成 18 年６月 

独立行政法人 国際協力機構 

社会開発部 



 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

インドネシア共和国 

小地域統計情報システム開発プロジェクト 

実施協議報告書 

 
 

 
（2006 年）  

平成 18 年６月 

独立行政法人 国際協力機構 

社会開発部 



 

 

序     文 
 

インドネシア共和国政府における地方分権化への政策転換によって、地方行政のための基礎資料と

しての小地域統計の作成やその提供体制の整備が緊急の課題となっている。一方、インドネシア中央

統計庁（BPS）は、これまで、日本政府の協力等によって、人口センサス、農業センサス及び経済セ

ンサスの結果の集計技術の改善を進め、小地域統計の作成の基盤が整備され、上記の課題に対応可能

な能力を有するにいたっている。しかし、小地域統計についての作成・分析・提供に関する技術に乏

しいことから、インドネシア共和国政府は小地域統計情報システム開発について技術協力プロジェク

トを国際協力機構（JICA）へ要請してきた。 

この要請を受けて、JICA は技術協力の内容、特に小地域統計情報システム開発の中心となる地域メ

ッシュ統計に係る技術協力の妥当性について、有識者、本邦関係者に意見を求め検討した。また、地

域メッシュによる統計地図の作成を含めたプロジェクト内容について事前評価調査団を派遣し、技術

協力プロジェクトとしての妥当性の確認、活動計画及び投入計画の策定、プロジェクトサイトの現状

調査、インドネシア共和国側負担事項の確認等を行うとともに、BPS とプロジェクト内容について協

議し大枠の合意に達した。これを受けて、2006 年４月に討議議事録（R/D）を締結することにより、

本プロジェクトを 2006 年６月から２年間の計画で実施することとなった。 

本報告書は、上記事前評価調査団の調査結果と、それに基づく R/D、事業事前評価表等を取りまと

めたものであり、今後の本プロジェクトの実施にあたり、広く活用されることを願うものである。 

終わりに、これらの調査にご協力とご支援をいただいた総務省統計局、外務省関係者など、各機関

の方々に心から謝意を表するとともに、引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げる次

第である。 

 

平成 18 年６月 

 

独立行政法人国際協力機構   

理事 松岡 和久  
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第１章 要請背景 
 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府は、中央集権行政から地方分権化へと基

本的政策を転換しており、地方行政の基礎資料となる小地域統計の作成及び利用者にとって利便性の

高い提供体制の整備が緊急の課題となっている。一方、インドネシア中央統計庁〔Badan Pusat Statistik 
(BPS Statistics Indonesia):BPS〕は、定期的に人口センサス、農業センサス及び経済センサスの３大セ

ンサスを実施しており、これらの調査結果に関しても今後はインドネシア全土にわたる小地域統計の

作成が求められている。また、BPS は過去５回にわたって人口センサスを実施しているが、４回目ま

では技術・時間・予算等の制約から小地域統計はほとんど作成されていない。しかし、2000 年の第５

回人口センサスでは日本政府の協力を得て、調査票の集計に OCR（光学式読取り機）が導入され、大

量のデータ処理が短期間で可能になったため、インドネシア全土にわたる小地域統計の作成が可能と

なっている。2000 年人口センサスでは OCR の導入により、従来の男女別人口のほかに年齢、配偶関

係、産業別人口等のすべての調査事項に関し全数調査（主に全国及び州別）を行った。しかし、小地

域統計については、統計表の設計、集計方法、結果の分析、加工統計の作成、ユーザーへの提供方法

に関する技術的蓄積が乏しいため、インドネシア政府は小地域統計情報システム開発について技術協

力プロジェクトを JICA へ要請した。 

この要請を受けて、PROTECO（提案型技術協力）要請対応タイプの技術協力プロジェクトとして公

示された本案件は、2004 年９月に ICONS 国際協力株式会社（以下、「ICONS」と記す）及び財団法人

統計情報研究開発センター（Statistical Information Institute for Analysis and Consulting／以下、「Sinfonica」
と記す）の共同企業体によりプロポーザルが提出された。このプロポーザルに対し、技術協力の内容、

特に小地域統計情報システム開発の中心となる地域メッシュ統計に係る技術協力の妥当性について、

外部有識者、本邦関係者に意見を求め検討した。その結果、地域メッシュによる統計地図の作成を含

めたプロジェクト内容について事前評価調査を実施することとなった。 

2005 年 12 月に、JICA は提案者の ICONS と共同で事前評価調査団を派遣し、技術協力プロジェク

トについて案件の妥当性の確認、活動計画(Plant of Operation:PO)及び投入計画の策定、プロジェクト

サイトの現状調査、インドネシア側負担事項の確認等を行うとともに、BPS とプロジェクト内容につ

いて協議し、大枠の合意に達した。 

これを受けて、2006 年４月に討議議事録(Record of Discussions:R/D)を締結することにより、本プロ

ジェクトを 2006 年６月から２年間の計画で実施することとなった。 
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第２章 調査･協議の経過と概略 

 

２－１ 事前評価調査 

（１）調査期間 

   2005 年 12 月 18 日～12 月 28 日 

 

（２）調査団の構成 

氏 名 担 当 所 属 

塚本 秀夫 総 括 JICA 社会開発部第１グループ ガバナンス・ジェンダーチーム 

増野 雄一 協力企画 JICA 社会開発部第１グループ ガバナンス課題支援スタッフ 

大友  篤 統 計 ICONS 国際協力株式会社 技術顧問 

西村 邦雄 評価分析 ICONS 国際協力株式会社 主任コンサルタント 

 

（３）概要 

2002 年７月～2004 年６月に派遣された長期専門家（小地域統計）の成果及び要望調査に基づい

て作成した案件概要（案）をもとに、本プロジェクトの協力の枠組みについて、インドネシア側

機関である BPS と協議を行い、合意した。 

人口センサス、経済センサス及び農業センサスの調査の方法や集計状況について調査するとと

もに、インドネシア政府の統計整備の中長期的方針と地域メッシュ統計作成の必要性及び優位性

についての意向を確認した。また、小地域統計システムの整備状況及びパイロットプロジェクト

の必要性・範囲について検討を行った。（詳細は付属資料２．事前評価調査報告書参照） 

 

２－２ R/D 署名 

（１）署名日 

   2006 年４月 13 日 

 

（２）署名者 

   加藤 圭一  JICA インドネシア事務所長 

 

（３）概要 

2006 年４月 13 日、BPS 局長 Dr.Choiril Maksum との間で、内容を R/D にて署名、交換した。

これにより、BPS を実施機関とする「インドネシア小地域統計情報システム開発プロジェクト」

を、最初の専門家の到着日（2006 年６月下旬を予定）から２年間にわたって実施することになっ

た。 

 

２－３ プロジェクト概要 

（１）上位目標 

全国及び州ばかりでなく県レベル以下の多様な地域統計が政策立案者、行政官、研究者、企業

経営者、NGO などの利用者に提供される。 
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（２）プロジェクト目標 

中央統計庁において、小地域統計情報システムが開発され、適時に利用可能な形で各種の多様

な小地域統計データ及び統計地図を提供できる。 

 

（３）成果（アウトプット） 

  １）小地域統計情報システムのためのデータベースが構築される。 

  ２）各種の多様な小地域統計データが作成、加工、提供される。 

  ３）人口・農業・経済等の小地域別統計地図が作成、刊行される。 

  ４）中央統計庁職員による小地域統計の作成・利用・分析・提供に関する技術が獲得される。 

 

（４）活動 

  １）小地域統計情報システムのためのデータベースの構築 

   ①Kabupaten-Kecamatan（県－郡）別人口・農業・経済等の統計データベース構築に係る技術指

導を行なう。 

   ②Desa（村）別人口・農業・経済等の統計データベース整備に係る技術指導を行なう。 

   ③地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計データベース構築に係る技術指導を行なう。 

   ④Census Block（調査区）別人口・農業・経済等の統計データベース構築に係る技術指導を行

なう。 

   ⑤上記４つの統計データベースを統合した小地域統計情報システムの管理・運用のための技術

指導を行なう。 

  ２）各種の多様な小地域統計データの加工・提供 

   ①Kabupaten-Kecamatan 別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行な

う。 

   ②Desa 別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

   ③地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

   ④Census Block 別人口統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

  ３）人口・農業・経済等の小地域統計地図の作成、刊行 

   ①Kabupaten-Kecamatan-Desa 別人口・農業・経済等の統計地図の作成・刊行に係る技術指導を

行なう。 

   ②地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計地図の作成・刊行に係る技術指導を行なう。 

   ③Census Block 中心点別人口統計地図の作成・刊行に係る技術指導を行なう。 

  ４）中央統計庁職員の能力向上 

   ①中央統計庁及び州支局職員に対する小地域統計の作成・利用・分析・提供に係る研修を行な

う。 

   ②政策立案者、行政官、研究者、企業経営者等に対する小地域統計の利用・分析に係るセミナ

ーを開催する。 
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（５）投入 

  １）日本側 

   ①専門家 

総括／小地域統計分析、地域人口統計、地域経済統計、社会開発統計、統計地図、地理情報

システム（GIS）、データ処理、データベース・システム 

   ②日本におけるカウンターパート(Counterpart：C/P)研修 

小地域統計情報システムのデータの分析／応用 

統計地図 

   ③インドネシアにおける研修及びセミナー 

小地域統計情報システムのデータの分析と使用方法に関する研修及びセミナー 

   ④関連機材の供与 

  ２）インドネシア側 

   ①C/P の配置 

   ②既存施設及び機材の使用 

   ③本プロジェクトに関する業務運営費 

 

（６）協力期間 

   2006 年６月下旬～2008 年６月下旬 
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第３章 事業事前評価表 
 

１．案件名 インドネシア小地域統計情報システム開発プロジェクト 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

インドネシア政府は、中央集権行政から地方分権化への基本的政策を転換しており、地方行

政の基礎資料となる小地域統計の作成及び利用者にとって利便性の高い提供体制の整備が緊

急の課題となっている。しかし、現時点では、小地域統計情報はほとんど整備されていないの

が実情である。 

一方、インドネシア中央統計庁（BPS）は、定期的に人口センサス（西暦年下１桁０年）、農

業センサス（同３年）及び経済センサス（同６年）の３大センサスを実施しており、これらの

調査結果に関しても今後はインドネシア全土にわたる小地域統計の作成が求められている。ま

た、BPS は過去５回にわたって人口センサスを実施しているが、４回目までは技術・時間・予

算等の制約から小地域統計はほとんど作成されていない。しかし、2000 年の第５回人口センサ

スでは我が国政府の協力を得て、調査票の集計に OCR（光学式読取り機）が導入され、大量

のデータ処理が短期間で可能になったため、インドネシア全土にわたる小地域統計の作成が可

能となっている。2000 年人口センサスでは OCR の導入により、従来の男女別人口のほかに年

齢、配偶関係、産業別人口等のすべての調査事項に関し全数調査（主に全国及び州別）を行っ

た。しかし、小地域統計については、統計表の設計、集計方法、結果の分析、加工統計の作成、

ユーザーへの提供方法に関する技術的蓄積が乏しいため、これらについて過去の経験が豊富な

日本の協力を必要としている。 

インドネシアにおける小地域統計の整備は、これまで国家及び州行政府のみで行われていた

貧困削減のみならず開発政策立案のための各種推計や分析が、県以下の行政府でも可能になる

ことを意味している。 

また、この小地域統計データをインターネットを通じて広く一般国民に提供することによ

り、民間部門（民間会社／企業）による商圏分析や市場分析などが可能になるので、経済活性

化の起爆剤となりうることもインドネシア政府が大きな期待を寄せている要因でもある。 

このような背景のもとで、本プロジェクトは BPS において、小地域統計情報システムが開発

され、各種の多様な小地域統計情報を提供する能力が強化されることを目標とする。 

開発を指導する小地域統計情報システムは以下の４つである。 

１）Kabupaten-Kecamatan 統計情報システムの構築の指導 

人口センサス、農業センサス及び経済センサスなど主要統計調査の結果を各 Propinsi につ

いて Kabpaten-Kecamatan 別に集計し、その統計表を収納した「K-K 統計データベース」を作

成するとともに、その利用のための分析方法や提供方法を指導する。 

２）Desa 統計情報システムの整備の指導 

2000 年人口センサス結果などの統計データと Desa 境界の数値データとを結びつけて作成

された「Desa 統計データベース」の整備・改善を図るとともに、その利用のための分析方法

や提供方法を指導する。 

３）Census Block 統計情報システムの構築の指導 

2000 年人口センサスにおいてインドネシア全土にわたって設定された調査区についての

センサス結果と調査区の中心点の位置データとを結びつけた「Census Block 統計データベー

ス」を作成するとともに、その利用のための分析方法や提供方法を指導する。 
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４）地域メッシュ統計情報システムの構築の指導 

人口センサス、農業センサス及び経済センサスなど主要統計調査の結果のほかに、自然環

境データを含む総合的な小地域データベースである「地域メッシュ統計データベース」を作

成するとともに、その利用のための分析方法や提供方法を指導する。なお、ここで「地域メ

ッシュ」とは、経線間隔 45 秒、緯線間隔 30 秒ごとに区画された約１km2の正方形の地域、

及びこの地域単位を基準として統合された正方形の地域をいう。英語では、通常 Grid Square
と呼ばれる。 

 

(注) ここで、「小地域」というのは、インドネシアにおける行政地域の最上位の Propinsi（州）

の下位の行政地域である Kabupaten/Kota(県／市)、その下位の Kecematan(郡)、さらにそ

の下位の Desa/Kelurahan(村／区)のほかに、統計地域である Grid Square(地域メッシュ)及

び Census Block(調査区)を意味する。ここで、「小地域統計」とは上記の小地域に基づき

編成された統計をいう。 

Propinsi（州）数：33 

Kabupaten/Kota（県／市）数：416 

Kecematan（郡）数：5,038 

Desa/Kelurahan（村／区）数：5,038（2004 年３月１日現在） 

Grid Square（地域メッシュ）数：約 192 万（インドネシア全土） 

Census Block（調査区）数：658,358（2000 年人口センサス） 

 

（２）協力期間 

   2006 年６月～2008 年６月 

 

（３）協力総額（日本側） 

   約 1.5 億円 

 

（４）協力相手先機関 

   インドネシア中央統計庁（BPS） 

 

（５）国内協力機関 

   総務省統計局、（財）日本統計協会、（財）統計情報研究開発センター、ICONS 国際協力株式

会社 

 

（６）裨益対象者及び規模、等 

   直接裨益者：BPS 本部職員（約 1,600 人）、BPS 地方事務所職員（約 9,600 人） 

   間接裨益者：関係省庁・地方政府の統計関係職員、大学研究者、民間企業 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）相手国政府国家政策上の位置づけ 

インドネシアの「国家中期開発計画 2004-2009 年」にも効果的な開発のための統計情報の重

要性が確認されており、統計情報システムを発展させていく旨記載されている。 

また、2001 年施行の地方自治法においても、中央政府の権限の地方政府への移譲が進展し

ており、地方において統計情報が提供されることは地方政府が自ら開発を進めていくうえで有

用な情報となる。 
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（２）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

本案件は、我が国の援助方針の一つであるグッドガバナンスへの支援、すなわち地方分権化

への支援及び行政能力の向上に貢献する。小地域統計は地方分権化推進の基礎データとなると

ともに、行政能力の向上にも直結する。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標 

[目標］ 

中央統計庁において、小地域統計情報システムが開発され、各種の多様な小地域統計情報

を提供する能力が強化される。 

 

[指標] 

①作成した小地域統計の種類の数 

②中央統計庁及び各州支局ホームページへのアクセス数 

 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標 

[目標] 

全国及び州ばかりでなく県レベル以下の多様な地域統計が政策立案者、行政官、研究者、

企業経営者、NGO などの利用者に提供される。 

 

[指標] 

政策立案・計画や研究などの報告書への引用頻度 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

[成果１] 

小地域統計情報システムのためのデータベースが構築される。 

 

[指標] 

①小地域別統計データベースのデータの利用頻度 

②小地域統計電子ファイルの作成数 

 

[活動] 

①Kabupaten-Kecamatan 統計データベース構築に係る技術指導を行なう。 

②Desa 統計データベース整備に係る技術指導を行なう。 

③地域メッシュ統計データベース構築に係る技術指導を行なう。 

④Census Block 統計データベース構築に係る技術指導を行なう。 

⑤上記４つの統計データベースを統合した小地域統計情報システムの管理・運用のための技

術指導を行なう。 

 

[成果２] 

各種の多様な小地域統計データが加工され、提供される。 

 

[指標] 

①インターネットによる小地域統計電子ファイルの利用数 
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②小地域統計刊行物数 

 

[活動] 

①Kabupaten-Kecamatan 別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行

なう。 

②Desa 別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

③地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。

④Census Block 別人口統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

 

[成果３] 

人口・農業・経済等の小地域統計地図が刊行される。 

 

[指標] 

①小地域統計刊行物数及び販売数 

②統計地図の刊行数 

 

[活動] 

①Kabupaten-Kecamatan-Desa 別人口・農業・経済等の統計地図の作成・刊行に係る技術指導

を行なう。 

②地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計地図の作成・刊行に係る技術指導を行なう。 

③Census Block 中心点別人口統計地図の作成・刊行に係る技術指導を行なう。 

 

[成果４] 

中央統計庁職員による小地域統計の作成・利用・分析に関する技術が獲得される。 

 

[指標] 

①研修及びセミナーにおける理解度 

②研修マニュアルの作成 

 

[活動] 

①中央統計庁州支局職員に対する小地域統計の作成・利用・分析・提供に係る研修を行なう。

②政策立案者、行政官、研究者、企業経営者等に対する小地域統計の利用・分析に係るセミ

ナーを開催する。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側 

①専門家 

総括／小地域統計分析、地方人口統計、地域経済統計、社会開発統計、統計地図、GIS、
データ処理、データベース・システム 

②本邦研修（C/P） 

小地域統計システムのデータ分析／応用 

統計地図 

③インドネシアにおける研修及びセミナー 

小地域統計情報システムのデータ分析と使用方法に関する研修及びセミナー 

④関連機材の供与 
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⑤現地業務費 

２）インドネシア側 

①C/P 配置 

②既存施設及び機材の使用 

③本プロジェクトに関する業務運営費 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

①インドネシア国内のインターネット環境が整備される。 

②財源が確保され、予算が計画どおり執行される。 

③技術移転を受けた BPS 職員が継続して勤務する。 

５．評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

１）インドネシア政府は 2001 年の「地方自治法」施行により、中央政府が持っていた権限の

一部を地方政府に移譲しており、これまで中央政府が行ってきた地方開発計画を地方政府は

自らの責任において開発計画の立案・実施が行い、行政サービスを提供する必要が生じたた

め、インドネシア全土にわたる人口、農業、経済等の統計データは中央政府のみならず地方

政府も必要としている。 

２）インドネシアの「新国家中期開発計画 2005－2009 年」にも統計情報収集の改善として統

計情報収集の現状を認識しその課題と目標を設定している。 

３）地方に関する統計情報データの整備及び BPS 職員の能力強化、並びに民間に対する小地

域統計情報の提供は非常に重要なものであり、受益者のニーズに十分整合する。 

４）我が国の「政府開発援助に関する中期政策」の重点課題である「貧困削減」及び「持続的

成長」、並びに「対インドネシア国別援助計画」（2004 年 11 月）では、「『民間主導の持続

的な成長』実現のための支援」「『民主的で公正な社会造り』のための支援」及び「『平和と

安定』のための支援」を「対インドネシア援助の重点分野」としており、それらを実現する

ための基礎統計資料を作成するための支援として十分整合する。 

５）我が国では小地域統計情報（地域メッシュや CMS 統計情報）の作成技術を既に持ち、ま

た一般に統計情報を刊行するなど経験を持っており、日本の小地域統計情報システム作成能

力・技術は十分優位性がある。 

 

(注) CMS：Census Mapping System の略。地域メッシュよりもより小地域の統計作成が可能

なシステム。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が認められる。 

１）プロジェクト目標である「小地域統計情報システムが開発され各種の多様な小地域統計情

報を提供する能力が強化される」ためには、①小地域統計情報システムのためのデータベー

スを構築する技術を構築する技術指導がなされ（成果１）、②それらの小地域統計データを

加工・分析・提供する技術指導が必要である（成果２）。そして、それらの小地域統計情報

地図を作成・刊行すること（成果３）によって中央政府や地方政府のみならず民間セクター

（民間企業等）が利用することが可能となる。そのためにも、BPS 職員に対する小地域統

計情報の作成・利用・分析・提供方法の技術的指導のみならずインドネシア国内における小

地域統計情報の利用者となる政策立案者、行政官、研究者、企業経営者等に利用・分析に係

るセミナーを開催しその小地域統計情報の利用価値を頒布すること（成果４）が重要である。
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２）BPS には長期・短期個別派遣日本人専門家により技術移転を受けた職員は継続して勤務

しており、また日本で研修を受けた BPS 職員も同様である。したがって、本プロジェクト

の C/P 等も継続して勤務するであろうと判断できる。 

３）2000 年には人口センサス、2003 年には農業センサスを実施し、2006 年には経済センサス

を実施する予定であることからも判断できるようにセンサス実施のための財政的支出はイ

ンドネシア政府からなされており、本プロジェクトに必要な財政的支出にも同様に適宜執行

されるものと考えられる。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

１）本プロジェクトでは、２年間に短期専門家を時宜に応じ最小限に抑えて派遣する体制をと

り、効率的に技術移転を進める計画である。 

２）元長期日本人専門家の技術指導を受けたあとも BPS はジャワ島における小地域統計情報

を継続して作成したことからもわかるように、現時点でもある程度の小地域統計情報をまと

める技術的能力を BPS は持っているため、本プロジェクトによる技術指導を十分理解する

組織的な能力があるものと判断することができ、本プロジェクトの上記４つの成果を効率的

に達成することは十分可能である。 

３）BPS が所有する既存の機材（PC、デジタイザー、プロッター等）は老朽化し、また州統

計事務所にも機材が不足しているが、最低限度の機材やソフト（ARC View 等）を供与する

ことにより小地域統計情報システムを構築し成果物を刊行できることが期待できる。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 

１）本プロジェクトの活動期間は２年間であるが、既述したように BPS は人口センサス及び

農業センサスを実施して収集データをまとめており、また小地域統計情報作成方法と利用方

法を早急に理解するものと推察され、上位目標は地図及び統計データが入手しやすい地域か

ら徐々に達成されることが期待できる。 

２）インドネシア政府は地方分権化を推進しており、小地域統計情報の整備により中央政府の

みならず地方政府による地方開発計画策定に利用されるなどの正のインパクトが想定され

る。また、小地域統計情報データや小地域統計地図の刊行により民間会社や研究者の利用が

促進するものと考えられる。 

３）ネガティブ・インパクト 

現時点ではネガティブ・インパクトは想定できない。 

 

（５）自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 

１）インドネシア BPS は長い歴史を持ち、現在は大統領直属の機関であり、2000 年には人口

センサス（第５回）及び 2003 年には農業センサスを実施し、2006 年には経済センサスを実

施する予定である。本プロジェクト終了後もインドネシア政府の地方分権化に小地域統計情

報データは必要とされ、日本人専門家により移転された技術面での自立発展性は十分期待で

きる。 

２）大統領直属の機関として BPS は重要な位置にあるため種々の統計調査を法定どおりに実

施しているので必要な予算は確保されるものと期待できる。現在、統計調査結果は公的な統

計データとして販売しているので、本プロジェクトで作成された小地域統計情報データや小

地域統計地図の有料販売により、財政的収入もさらに見込まれる。 
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３）BPS 職員に対する小地域統計情報システム作成の技術は、本プロジェクト終了後もイン

ドネシア政府の国家政策によって進められている地方分権化に伴う地方政府による地方開

発計画策定のための統計データの提供に必要とされるものであり、技術面での自立発展性は

見込まれる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトは貧困削減、ジェンダー配慮、環境アセスメントを実施するための基礎資料作

成であり、負の影響はない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

カンボジア及びミャンマーにおいて統計能力向上のための民活型のプロジェクトを実施して

いるが、専門家の知見は高度であるが概ね高齢であり事業を実施管理する人材が不足し、実際の

運営が円滑にいかないことがある。プロジェクトの運営管理・業務調整を行う専門家の配置を検

討する必要がある。 

８．今後の評価計画 

終了時評価（2008 年１月頃）、事後評価（2013 年頃）を実施する予定。 
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第１章 事前評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府における地方分権化への政策転換によっ

て、地方行政のための基礎資料としての小地域統計の作成やその提供体制の整備が緊急の課題となっ

ている。一方、インドネシア中央統計庁〔Badan Pusat Statistik（BPS Statistics Indonesia）：BPS〕は、

これまで、日本政府の協力（1996 年有償資金協力、1999 年無償資金協力、2002 年７月～2004 年６月

長期専門家派遣）等によって、人口センサス、農業センサス及び経済センサスの結果の集計技術の改

善を進め、小地域統計の作成の基盤が整備され、上記の課題に対応可能な能力を有するにいたってい

る。しかし、小地域統計についての作成・分析・提供に関する技術に乏しいことから、インドネシア

政府は小地域統計情報システム開発について技術協力プロジェクトを JICA へ要請した。 

この要請を受けて、PROTECO（提案型技術協力）要請対応タイプの技術協力プロジェクトとして公

示された本案件は、2004 年９月に ICONS 国際協力株式会社（以下、「ICONS」と記す）及び財団法人

統計情報研究開発センター（Statistical Information Institute for Analysis and Consulting／以下、

「Sinfonica」と記す）の共同企業体によりプロポーザルが提出された。このプロポーザルに対し、技

術協力の内容、特に小地域統計情報システム開発の中心となる地域メッシュ統計に係る技術協力の妥

当性について、外部有識者、本邦関係者に意見を求め検討した。その結果、地域メッシュによる統計

地図の作成を含めたプロジェクト内容について事前評価調査を実施することとなった。 

2005 年 12 月に、JICA は提案者の ICONS と共同で事前評価調査団を派遣し、技術協力プロジェク

トについて案件の妥当性の確認、活動計画(Plan of Operation:PO)及び投入計画の策定、プロジェクト

サイトの現状調査、インドネシア側負担事項の確認等を行うとともに、BPS とプロジェクト内容につ

いて協議し、大枠の合意に達した。 

事前評価調査の目的は以下のとおり。 

 

（１）2002 年７月～2004 年６月に派遣された長期専門家（小地域統計）の成果及び要望調査に基づい

て作成した案件概要（案）をもとに、本プロジェクトの協力の枠組みについて、インドネシア側

機関である BPS と協議を行い、合意する。また、インドネシア政府における統計整備の中長期的

方針を確認し、JICA としての中長期的な協力方針を検討する。 

 

（２）人口センサス、経済センサス及び農業センサスの調査の方法や集計状況について調査するとと

もに、地域メッシュ作成の必要性及び優位性についてインドネシア政府の意向を確認しつつ検討

する。 

 

（３）小地域統計システムの整備状況及びパイロットプロジェクトの必要性・範囲について検討する。 

 

（４）協力内容、期間、相手側負担事項等の協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめ

て、双方確認する。 

 



－32－ 

１－２ 調査団の構成 

氏 名 担 当 所 属 

塚本 秀夫 総 括 JICA 社会開発部第１グループ ガバナンス・ジェンダーチーム 

増野 雄一 協力企画 
JICA 社会開発部第１グループ ガバナンス・ジェンダーチーム

課題支援スタッフ 

大友  篤 統 計 ICONS 国際協力株式会社 技術顧問 

西村 邦雄 評価分析 ICONS 国際協力株式会社 主任コンサルタント 

 

１－３ 調査日程 

日数 月日 行 程 

１ 12/18（日） 11：15 成田発 

17：05 ジャカルタ着 

２ 12/19（月） 10：30 JICA インドネシア事務所打合せ 

11：30 在インドネシア日本大使館表敬 

14：45 BPS との事前協議 

16：00 BAPPENAS との協議 

３ 12/20（火） 10：00 BPS とのプロジェクト協議 

13：00 BPS とのプロジェクト協議及び視察 

４ 12/21（水） 10：00 BPS 中央ジャカルタ市事務所との協議及び視察 

14：00 BPS ジャカルタ特別州事務所との協議及び視察 

16：00 世界銀行 TFSCB プロジェクトとの協議 

５ 

 

12/22（木） 10：00 BAKOSURTANAL との協議及び調査 

14：20 BPS とのプロジェクト協議及び視察／ミニッツ（案）確認 

６ 12/23（金） 10：00 ミニッツ署名 

13：30 BPS との昼食会 

22：30 ジャカルタ発（JICA 団員） 

７ 12/24（土） 07：25 成田着（JICA 団員） 

８ 12/25（日） 資料整理 

９ 12/26（月） 09：00 BPS との協議 

10：00 印刷業者 Dharmacitraputra の調査 

12：00 機材代理店 Nusanntara Sekom InfoTech の調査 

10 12/27（火） 10：00 BPS への報告 

14：00 在インドネシア日本大使館報告 

15：00 在インドネシア JICA インドネシア事務所報告 

22：30 ジャカルタ発（コンサルタント団員） 

11 12/28（水） 07：25 成田着（コンサルタント団員） 

 

１－４ 主要面談者 

（１）インドネシア中央統計庁（BPS Statistics Indonesia：BPS） 

Dr. Choiril Masksum （中央統計庁長官） 

Mr. Muljono Muah （統計手法・情報局長） 

Mr. Agus Suherman （統計普及部長） 

Mr. Nursirah Amal Urai （貿易・サービス部長） 
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Mr. Wendy Hartanto （人口統計部長） 

Mr. S. Happy Hardjo （統計方法部長） 

Mr. Hosniaur Nasunion （園芸統計室長） 

Mr. Harfonc （統計地図室職員） 

Mr. Roby Darnawan （統計普及部職員） 

Mr. Dwino Daries （データベース開発室職員） 

Mr. Sihar Lumbun Tobin （企画部部長） 

Mr. Dudy Sulaiman （統計地図室長） 

Mr. Gema Purwasa （統計情報システム室長） 

 

（２）インドネシア国家開発計画庁（Indonesian National Development Planning Agency： BAPPENAS ） 
Mr. Bambang Prijambodo （マクロ経済局局長） 

 

（３）インドネシア統計庁中央ジャカルタ市事務所（BPS Central Jakarta Municipality） 

Mr.Toto Silitonga （工業統計職員） 

 

（４）インドネシア統計庁ジャカルタ特別州事務所（BPS DKI Jakarta Province） 

Mr.Sunari Sarwono （DKI ジャカルタ州局長） 

 

（５）世界銀行 

Ms.Elif Yavuz （Trust Fund for Statistical Capacity Building Coordinator） 

 

（６）インドネシア国土地理院（ National Coordinating Agency for Surveys and Mapping ：

BAKOSURTANAL） 

Mr.Heru Warsito 
 

（７）在インドネシア日本大使館 

桐部二等書記官 

 

（８）JICA インドネシア事務所 

加藤事務所長 

花里次長 

立松職員 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 関係機関との協議結果 

（１）JICA インドネシア事務所での打合せ 

調査団より本プロジェクトの概要及び調査対処方針の説明を行い、小地域統計における地域メ

ッシュ統計の意味及び本案件に地域メッシュ統計を選択したことについての説明及び質疑応答を

行った。インドネシア事務所よりインドネシアの統計状況について説明を受けた。 

 

（２）在インドネシア日本大使館表敬 

調査団より本プロジェクトの概要及び調査対処方針の説明を行い、地方における開発を支援す

る小地域統計情報システムの具体的内容、統計データの状況、機材の状況、データ提供方法、計

画の対象地域、及びデータ分析機関の確認を行った。桐部書記官からインドネシアでは地方分権

を後押しする統計は必要であり、２年間のプロジェクトで指導者を育成し、その後の発展に継続

させてほしいとのコメントを受けた。 

 

（３）BPS における協議及び調査 

BPS との協議及び調査の結果、以下の点が明らかになった。 

・小地域統計情報システムについて、地域メッシュ統計は GIS ソフトを利用するセンサスマッピ

ングシステム（Census Mapping System：CMS）方式（日本の総務省統計局が地域メッシュより

も小地域の統計を提供するために開発した GIS で、1990 年国勢調査以降、地域メッシュととも

に活用している統計 GIS である）に比べて開発及び使用コストが安価であり、また Excel で容

易に利用できるため、利用・分析方法の習得も早くできることから、地域メッシュ統計情報シ

ステムの開発が最適ではないかという BPS 側の意向を確認した。 

・BPS は 2000 年人口センサスにあたり、JICA 専門家の支援を得て小地域統計整備を行う準備を

進めており、地理情報室（現、統計地図室）を設立し人員を配備し、Desa（Village）データベ

ースの構築作業を実施している。そのため小地域統計情報システム構築の技術移転を受ける能

力を十分に有するカウンターパート（Counterpart:C/P）の配置が可能である。 

・2000 年人口センサスのために配備された機材は老朽化していたものがあった。また、小地域統

計情報システム構築後に BPS 州事務所を通じてシステムの広範な利用をはかるためには、州事

務所の機材の不足が確認された。 

・地方分権化により、多くの新しい行政地域（州／県／郡）が誕生し、行政地域数が増加したが、

その境界線を示す地図の作成が遅れている。Kabupaten-Kecamatan 統計情報システムや Desa 統

計情報システムを構築するには、境界線の入力を促進するとともに統計データとの接続を進め

ていく必要がある。 

・2000 年人口センサスの Census Block（調査区）別集計は終了しており、33 州のうち 14 州につ

いては調査区の中心同点作業が完了している。また、2003 年農業センサス及び 2006 年経済セ

ンサスも 2000 年人口センサスの調査区を利用した全数調査で実施されることが明らかになり、

人口、農業、経済の各センサスのデータを取り込んだ地域メッシュ統計の作成が可能なことが

確認された。 

・プロジェクトの自立発展性について、本プロジェクト活動期間（２年間）に、BPS は、小地域
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統計情報システムの技術を習得し、プロジェクト終了後は BPS 自身で継続してシステムを利用

するとの確認を得た。 

 

（４）BAPPENAS（インドネシア国家開発計画庁）との協議 

小地域統計は地域開発策定のみならずマクロ経済でも必要とされており、インドネシア国家計

画「2004～2009 年」にも統計の重要性が記述されているとの説明があった。本プロジェクトで開

発する小地域統計情報システム、特に地域メッシュ統計情報システムについて BAPPENAS 側の

理解を得た。 

 

（５）BPS 中央ジャカルタ市事務所視察 

この事務所は、DKI ジャカルタ特別州事務所管轄の５市（municipality）の地方事務所のうちの

一つである。BPS 本部との連絡はインターネットより電話や人を使うことが多く、職員や PC 等

の機材のみならず、IT 関連の訓練が不足している状況が確認できた。また、BPS 中央ジャカルタ

管轄下の８郡（Kecamatan）の BPS 事務所には PC がないことが確認できた。地方分権化により、

この事務所では、BPS 本庁の業務に加えて、市（municipality）独自の統計業務も行うこととなっ

たが、業務量としては、BPS 本部からの業務が８割で、中央ジャカルタ市の独自統計業務は２割

程度であった。 

 

（６）BPS DKI（Daerah Kurus Ibukota）ジャカルタ特別州事務所視察 

この事務所は、州レベルの BPS であり、１特別区（regency）と５市（municipality）を管轄して

いる。全体の職員は 247 名で、うち 100 名がこの事務所に勤務し、残りは、管轄下にある各 BPS
事務所に所属している。首都でありバロメーターとしての統計業務を多く求められるため、職員

数が不足している。センサスなどの際には臨時的に雇用し対処している。また、使用可能な PC
は 150 台弱あり、BPS 本部との連絡はインターネットを使用していた。小地域統計として、人口、

貧困、社会的基盤、社会経済、労働力などの統計を整備し、集計・データ入力・分析・出版まで

を行っている。 

地方分権化の影響で市や州の統計業務に関する責任が生じ、独自に調査を実施し、データ処理

をしているが、必要に応じて BPS 本部からもデータを入手している。 

 

（７）世界銀行 TFSCB（Trust Fund for Statistical Capacity Building）プロジェクトとの協議 

世界銀行の TFSCB プロジェクトでは、開発途上国の統計能力強化の目的で、インドネシア政府

の統計組織や機能を点検し、特に地方分権化に伴う利用者の需要に即した統計提供が可能となる

よう全国及び地方統計組織の改革を提案すべく、タスクフォースをつくり、検討している。2006

年に質問調査を実施して、結果を集計・分析し、2007 年１月か２月頃にワークショップを開く予

定であるとのことであった。 

このことから、両プロジェクトは競合するものではなく、それぞれが BPS の統計活動をさらに

強化することに貢献するものであることが明らかになった。 

 

（８）BAKOSURTANAL（国土地理院）との協議及び視察 

BAKOSURTANAL において、小地域統計情報システム構築に用いる基本地図（Base map）の利
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用可能性を調査した。調査結果は以下のとおりである。 

・基本地図としては、縮尺１：25000 の地形図がジャワ島とその周辺諸島において整備されてい

る。カリマンタン、スマトラ、スラウェシでは縮尺１：50000 の地形図が利用できるが、カリ

マンタンとスマトラでは全島にわたって整備されているわけではないことが明らかになった。

イリヤンジャヤについては１：250000 の地図しか利用できない状況である。これらのことから、

１km2 の地域メッシュでインドネシア全土をカバーすることは困難であることが明らかになっ

た。 

・デジタル化した地図について 10000 分の１地図が 700000Rs／枚、25000 分の１地図（印刷図）

が 20000Rs／枚で販売されている。また、スマトラやカリマンタンの航空写真（レーダー）地

図が 150000Rs／枚である。地域によって作成状況が異なる。 

・地図を印刷する施設は BAKOSURTANAL にもあるが、古いので民間の印刷会社を利用している。

100 ㎝以上のサイズの地図を印刷できる会社はジャカルタ市内に２社のみであるが、そのサイ

ズ以下の地図を印刷できる民間印刷会社は多数ある。 

 

（９）機材に関する調査 

BPS の刊行物の主要な印刷業者である Dharmacitraputra 社の社員から、統計地図の印刷費につい

ての情報を調査した。100cm×80cm の大きさまでであれば、この会社で印刷可能である。しかし、

この大きさ以上の地図であれば、バンドンまたはスラバヤにある印刷業者以外に印刷可能な会社

は、インドネシア国内ではないということであった。もし、この会社で印刷するとなれば、1000

～2000 部で 60 万円程度になるとのことであった。 

GIS ソフト、プロッター、デジタイザー等の価格については、国際的に有名な Arc GIS のメー

カーである米国 ESRI 社の代理店である Nusanntara Sekom InfoTech 社を訪問、価格や会社の事業

実績を調査した。この会社では、JICA による購入実績もある。 

 

２－２ 総括所感 

（１）総合的印象 

   本プロジェクトの要請にあたっては、これまで BPS に派遣されてきた総務省統計局の専門家や

PC・OCR 等の機材供与による協力など布石があり、小地域統計情報システムの整備を進めるにあ

たり既に十分な土壌がある。したがって、BPS 側も本プロジェクトを早急に開始させたいとの希

望が強く、開始後も先方政府から強いコミットのあることは確実である。BAPPENAS や BPS 上

層部も、地方分権化が進展する中での本プロジェクトの位置づけを十分認識しており、現地のニ

ーズに適合するものといえる。 

   一方で BPS 側からは、本プロジェクトにおいて地方レベルで PC 等が未整備であることにより

機材の投入を期待したい旨の意見もあったが、あくまでも２次的要望であり、真意は小地域統計

システムの整備や統計地図の作成について日本の技術を取り入れることにある。 

   本案件は PROTECO の形式により実施するが、先方政府の要請に基づいており、その意味では

BPS 側の意向を十分くみとったプロジェクトとする必要がある。この点に関しては、過去関連す

る技術協力において専門家として派遣され、既に十分な知識を有していたコンサルタントにより

設計されたものを原案としたため、調査を通じて特段の大きな修正もなく、合意にいたった。今

後、契約手続きを円滑に進め、できるだけ早期のプロジェクト開始が望まれる。 
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（２）調査概要 

１）インドネシア政府の中長期的方針 

 インドネシア政府による国家計画（2005～2009）において統計の重要性に触れられているほ

か、大統領の声明で地域間格差の是正や地域開発の重要性が強調されており、地域開発策定に

直結する小地域統計の整備の必要性が確認された。 

２）メッシュ統計の優位性 

 事前調査前においては、地域メッシュを用いた統計地図作成が、①安価であること、②CMS
によるような統計地図作成に必要な 10000 分の１以上の大縮尺の地形図がインドネシアでは作

成されていないこと、③地域メッシュ統計は EXCEL を用いて利用・分析が可能であるため、

多数の利用者が期待されること、④人口の経年変化や経済的基礎データの把握などのために、

統計地図の利用を鑑みたとき、必ずしも地域メッシュよりも小さい規模の地域の統計を用いな

くとも利用上あまり支障を来たさないことを理由として、地域メッシュ統計を利用する方針で

あった。最終的に、CMS ではなく地域メッシュを採用するか否かは、事前調査において先方政

府の意向を十分把握しつつ決定するとしていたところ、①BPS 上層部では、CMS を導入するに

は大縮尺の地図が必要であるが、それが不備であることから、これまで JICA 専門家が支援し

てきた地域メッシュの導入を望んでおり、プロジェクト終了後も地域メッシュを継続的に活用

していきたいとの意向が確認されたこと、②BAKOSURTANAL に確認したところ、10000 分の

１の地形図はジャカルタ周辺など一部地域を除いては作成されておらず、GIS ソフト利用の素

地を欠くこと、③貧困マップなど社会・経済統計のデータ利用が主であり、経年比較の容易な

地域メッシュを用いることが望ましいことから、メッシュ統計の優位性が確認された。 

３）パイロットプロジェクトの必要性・範囲 

 インドネシア政府では統計法により 10 年に一度、人口センサス、農業センサス、経済センサ

スが全土的に実施されることとなっており、本プロジェクトはそのデータを利用して小地域デ

ータシステムを作成することとしているが、これらのセンサスの範囲や集計状況、及び基本地

図の利用可能性によっては、プロジェクトの範囲が限られることが懸念されていた。 

 今回の調査で、人口センサスに関しては既に派遣されていた長期専門家による成果もあり、

十分なデータが存在することが明らかとなった。また、農業センサス及び経済センサスに関し

ても、全数調査で実施されることが確定したので、３つのセンサスの結果を統合した小地域統

計情報システムを構築することが可能であることが判明したが、基本地図となる縮尺１：25000

または１：50000 の地形図がカリマンタン、スマトラ、イリヤンジャヤなどではまだ作成され

ておらず、対象地域範囲を限定したパイロット的な実施とならざるをえないことが判明した。

具体的にはジャカルタ周辺の地域となるが、プロジェクト開始後データの状況を確認しつつ

BPS 側と協議し、速やかに対象地域の範囲を確定することが必要である。 

４）機材の現状 

 これまで無償資金協力や有償資金協力を通じてかなりの台数の PC及びOCRがBPS側に供与

されてきた。今回の調査において BPS 内部を視察した折にも日本により供与された機材が散見

された。 

 本プロジェクトにおいては地域統計の整備と利用という観点から、BPS 州事務所などの協力

が必要である。これら BPS 地方支部におけるコンピューター関係のインフラについては、相当

程度整備されているものの、今後プロジェクトにおいて BPS 本部との電子データのやりとりを
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行う必要があり、また、BSP 本部においても統計地図を作成するための機材を準備する必要が

あることに鑑みると、一定程度の供与機材は必要である。 

 今回の調査では、プロジェクトに必要な機材についてコンサルタント側が事前にリストを作

成して臨んだが、BPS 側との協議により概ね購入機材について合意に達した。なお、機材はす

べて現地調達することとなる。 

５）C/P の状況 

 小地域統計データベースや統計地図の作成・刊行など役務提供的な側面もあるが、プロジェ

クトの持続発展性を考えると、派遣される専門家のそれぞれの分野に対応できるだけの十分な

C/P を配置することが望ましい。今回の BPS 側との協議では、特に地域メッシュのための技術

獲得や小地域統計に関するデータ利用手法など、日本側の有している技術を導入したいとの強

い意向が先方政府より示された。事前調査時には、既に統計普及部長や統計地図室長など本プ

ロジェクトについて BPS 側で中心となって動く人物が確定しており、本プロジェクトにおいて

派遣する専門家に対して十分な数の C/P が配置される可能性が強い。また、C/P 側も技術移転

に必要な基本的な技術を有しており、C/P の状況に特段の問題はない。 

６）Project Design Matrix（PDM）、Plan of Operation（PO）の確認 

 PROTECO ということもあって、民間側と官側で事前に協議しつつ PDM、PO を作成したが、

民間側の調査団員が以前 BPS に対する技術協力に関係していたこともあって、インドネシア側

の要請内容についての正確な状況把握がなされていた。そのため、Kecamatan レベル、Desa レ

ベル、調査区レベルや地域メッシュレベルでの小地域統計システムの整備など、PDM において

詳述しているプロジェクトの内容について大きな変更要望はなされなかった。 

 ただし、前述のように、基本地図となる縮尺１：25000 または１：50000 の地形図がカリマン

タン、スマトラ、イリヤンジャヤなどではまだ作成されておらず、対象地域範囲を限定したパ

イロット的な実施とならざるを得ないことも明らかとなり、これらのデータについては今後パ

イロット的に地域を限定した統計システムあるいは統計地図とすべく、BPS 側と早期に確定す

る必要がある。もっとも、人口センサスについては全土的に行われているので、予定通りイン

ドネシア全土において情報システムの整備及び統計地図を作成することを基本としたい。 

７）今後のスケジュール 

 今回の事前調査では、プロジェクトの概要だけでなく、専門家や機材などの投入についても

具体的に合意に達した。本調査によって得た事前評価表について JICA 内部での意思決定がな

されたあと、インドネシア事務所と BPS 側でプロジェクトについての R/D の締結を 2006 年３

月頃に予定している。その後実施計画の提出や契約交渉を経て、2006 年６月から２年間のプロ

ジェクト実施を目指す。 

 なお、本プロジェクトは在外主管案件であるため、今後インドネシア事務所と連絡を密にし

つつ、スムーズなプロジェクトの開始がなされるように留意したい。 



－39－ 

第３章 本プロジェクトの背景 
 

３－１ 案件形成の背景 

インドネシア政府は、中央集権行政から地方分権化へと基本的政策を転換しており、地方行政の基

礎資料となる小地域統計の作成及び利用者にとって利便性の高い提供体制の整備が緊急の課題となっ

ている。しかし、現時点では、小地域統計情報はほとんど整備されていないのが実情である。 

一方、BPS は、定期的に人口センサス（西暦年下１桁０年）、農業センサス（同３年）及び経済セン

サス（同６年）の３大センサスを実施しており、これらの調査結果に関しても今後はインドネシア全

土にわたる小地域統計の作成が求められている。また、BPS は過去５回にわたって人口センサスを実

施しているが、４回目までは技術・時間・予算等の制約から小地域統計はほとんど作成されていない。

しかし、2000 年の第５回人口センサスでは我が国政府の協力を得て、調査票の集計に OCR（光学式読

取り機）が導入され、大量のデータ処理が短期間で可能になったため、インドネシア全土にわたる小

地域統計の作成が可能となっている。2000 年人口センサスでは OCR の導入により、従来の男女別人

口のほかに年齢、配偶関係、産業別人口等のすべての調査事項に関し全数調査（主に全国及び州別）

を行った。しかし、小地域統計については、統計表の設計、集計方法、結果の分析、加工統計の作成、

ユーザーへの提供方法に関する技術的蓄積が乏しいため、これらについて過去の経験が豊富な日本の

協力を必要としている。 

（注）ここで、「小地域」というのは、インドネシアにおける行政地域の最上位の Propinsi（州）の下

位の行政地域である Kabupaten/Kota（県／市）、その下位の Kecematan（郡）、さらにその下位の

Desa/Kelurahan（村／区）のほかに、統計地域である Grid Square（地域メッシュ）及び Census Block
（調査区）を意味する。ここで、「小地域統計」とは上記の小地域に基づき編成された統計をいう。 

Propinsi（州）数：33 

Kabupaten/Kota（県／市）数：416 

Kecematan（郡）数：5,038 

Desa/Kelurahan（村／区）数：5,038（2004 年３月１日現在） 

Grid Square（地域メッシュ）数：約 192 万（インドネシア全土） 

Census Block（調査区）数：658,358（2000 年人口センサス） 

 

 インドネシアにおける小地域統計の整備は、これまで国家及び州行政府のみで行われていた貧困削

減のみならず開発政策立案のための各種推計や分析が、県以下の行政府でも可能になることを意味し

ている。 

 また、この小地域統計データをインターネットを通じて広く一般国民に提供することにより、民間

部門（民間会社／企業）による商圏分析や市場分析などが可能になるので、経済活性化の起爆剤とな

りうることもインドネシア政府が大きな期待を寄せている要因でもある。 

 

３－２ インドネシアの小地域統計の現状 

 前述のように、インドネシアにおける行政地域は、 Propinsi（ Province）、Kabupaten/Kota 
（Regency/Municipality）、Kecamatan（County）、及び Desa/Kelurahan（Village/Ward）という階層的体系

からなっている。このプロジェクトにおける「小地域」とは、Propinsi よりも小さい Kabupaten/Kota
以下の行政地域、並びに Grid Square（地域メッシュ）及び Census Block（調査区）と呼ばれる統計地
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域（統計上用いられる地域）をさしている。 

BPS においては、10 年ごとに実施される人口センサス、農業センサス及び経済センサスを除く統計

調査は、標本調査によるため、その統計表章の単位は、多くは全国のみ、または全国・都市・農村の

３区分、あるいは全国・都市・農村・Propinsi であり、Kabupaten/Kota 以下の行政地域別統計は得られ

ない状況にある。また、2000 年人口センサスの前までは、調査能力や集計能力が不十分であったこと

から Kabupaten 以下の行政地域別には表章されていないものが多い。 

しかし、2000 年人口センサスに際しての JICA の援助による OCR の導入によって集計能力が向上し

たため、Kabupaten 以下 Desa までの各行政地域別表章が可能となった。BPS から刊行される統計書の

なかにも、Kabupaten/Kota 別結果が掲載されているものも見られるようになったが、Kecamatan 別結果

を掲載したものは男女別数のみを掲載したものを除いては、見られない。Desa/Kelurahan 別結果につ

いては、地域数が膨大であるために、刊行物はないが、電子ファイルではデータを得られる。 

一方、BPS の Propinsi 事務所では、それぞれ独自に、2000 年人口センサスの Kabupaten/Kota 別結果

及び Kecamatan 別結果を表章した刊行物を公表しているが、その内容に関しては、Propinsi 間では統

一されていない。 

2003 年農業センサスについても、2000 年人口センサスと同様に、Kabupaten 以下の行政地域別表章

がなされる予定である。 

一方、統計地域については、2000 年人口センサス結果の Grid Square 別表章は、本プロジェクト待

ちの状況であり、Census Block 別表章は、基本的な調査事項に限定されており、刊行物として公表さ

れているものはない。 

このように、近年における BPS の小地域統計は、整備されてきている方向にあるが、印刷物として

の刊行、特に統計地図としての刊行やホームページ上での利用という点では、先進国の水準と比べる

と、まだかなり不十分といわざるをえない。 

 

３－３ ＢＰＳ 

（１）組織 

BPS は他の省庁に属さない大統領直属の機関である。BPS の組織構成は 2001 年大統領令第 001

号により定められている。主な組織構成は下記のとおりである（図３－１）。 

首都ジャカルタに所在する本部には、長官（Director General）の下に局長（Deputy Director 
General）及び首席秘書官（Principal Secretary）が置かれ、局長の下に４局（Bureau or Directorate）、
17 部課（Department or Division）が設置されている。また、地方には BPS 直属の 33 の州統計事

務所（Provincial Office）があり、その下に県統計事務所（Regency Office）及び市統計事務所

（Municipality Office）が計 416 事務所設置されている。さらに、各 Kecamatan に１名の統計官が

配置されている。 
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図３－１ インドネシア中央統計庁（BPS-Statistics Indonesia） 

 

（２）BPS の法的基盤 

1997年に施行された法律第16号新統計法に基づいてインドネシアの統計行政が行われている。

新統計法は、12 章 43 条から構成されており、主な内容は以下のとおりである。 

１）センサスをはじめとした基本統計調査は BPS が実施すること、及び BPS 以外の者がセンサス

を実施した場合の罰則。 

２）BPS が実施する基本統計調査に対する回答義務、及びそれに違反した場合の罰則。 

３）統計調査実施者及び調査員の守秘義務、及びそれに違反した場合の罰則。 

４）統計調査結果の公表義務、及びそれに違反した場合の罰則。 

５）BPS 以外の機関または個人が統計を公表する場合には BPS に報告すること、及びそれに違反

した場合の罰則。 

 

（３）予算及び財務管理 

   インドネシア政府の会計年度は、１月から 12 月までである。歳出は経常予算と開発予算に区分

されており、経常予算の策定は財務省、開発予算の策定は国家開発計画庁（BAPPENAS）が行っ

ている。行政府が提出した予算案は、毎年、国会で審議され、必要があれば修正して承認する。 

   国家予算に関する監査機関は、組織内監査機関として各省庁の監察課及び財務監査庁（BPKP）
があり、財務監査庁は大統領に監査報告書を提出する。また、組織外監査機関として会計検査院

（BPK）があり、国会（DPR）に監査報告書を提出する。 

 

３－４ BPS の小地域統計情報システム開発における今後の対応 

BPS において今後構築される小地域統計情報システムは、①Kabupaten-Kecamatan 統計情報システ

ム、②Desa 統計情報システム、③地域メッシュ（Grid Square）統計情報システム、④調査区（Census 
Block）統計情報システムの４つのシステムからなるが、この事前評価調査において、地方分権化の急

速な進展によって、Kabupaten や Kecamatan の新設が相次ぎ、当初容易に実施可能とみられていた

Kabupaten-Kecamatan 統計情報システムの構築にいささか時間を要するものと思われる。Desa 統計情

インドネシア大統領 

国民経済計算・

統計分析局 

BPS 長官 

統計方法・ 

統計情報局 
経済統計局 社会統計局 

首席秘書官室 
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報システムについては、2005 年に実施された貧困センサスの結果を取り込むことが可能であることが

わかり、これを取り込むことによって、より充実した内容の統計情報システムが構築されることが期

待され、インドネシアにおける国家あるいは地方についての政策立案に資するところが大きいとみら

れる。 

 一方、地域メッシュ統計情報システムと調査区統計情報システムについては、インドネシアにおけ

る大縮尺の基本地図（地形図）の整備がいまだ進まず、インドネシア全土にわたる構築は困難である

ことが認められた。地域メッシュ統計情報システムは、ジャワ島及び周辺諸島については、元長期専

門家の指導により BPS が準備作業を独力で進めてきており、十分に構築が可能であるが、スマトラ島

とスラウェシ島については、プロジェクトの開始後において、縮尺 50000 分の１地形図を用いること

による構築方法の検討にゆだねられることになる。また、カリマンタンとイリヤン・ジャヤについて

は、縮尺 50000 分の１地形図すら十分に整備されていないので、推計などの方法に頼らざるをえず、

精度の点で問題を生じる可能性があり、これもプロジェクトの開始後における構築方法の検討にゆだ

ねられることになる。 

 調査区統計情報システムについては、調査区境界のデータを取り込むためには、最小限、縮尺 10000

分の１地形図が必要であるが、インドネシアにおいては、きわめてわずかな地域において整備されて

いるにすぎず、調査区の中心点の位置データに依存せざるをえないが、これにより、都市部について

は、地域メッシュよりも、より小さい地域の統計の整備が可能となり、GIS のソフトウェアを使うこ

とにより、多様な利用を可能にする統計情報システムの構築が可能となる。 

 このように、BPS の小地域統計情報システムの今後は、BPS の統計能力ではなく、むしろ、BPS の

権限外である大縮尺の基本地図（地形図）の整備の方向いかんにかかっている。 
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第４章 我が国協力の展望 
 

４－１ プロジェクトの概要 

（１）上位目標 

全国及び州ばかりでなく県レベル以下の多様な地域統計が政策立案者、行政官、研究者、企業

経営者、NGO などの利用者に提供される。 

 

（２）プロジェクト目標 

中央統計庁において、小地域統計情報システムが開発され、適時に利用可能な形で各種の多様

な小地域統計データ及び統計地図を提供できる。 

 

（３）成果（アウトプット） 

１）小地域統計情報システムのためのデータベースが構築される。 

２）各種の多様な小地域統計データが作成、加工、提供される。 

３）人口・農業・経済等の小地域別統計地図が作成、刊行される。 

４）中央統計庁職員による小地域統計の作成・利用・分析・提供に関する技術が獲得される。 

 

（４）活動 

１）小地域統計情報システムのためのデータベースの構築 

   ①Kabupaten-Kecamatan 別人口・農業・経済等の統計データベース構築に係る技術指導を行なう。 

   ②Desa 別人口・農業・経済等の統計データベース整備に係る技術指導を行なう。 

   ③地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計データベース構築に係る技術指導を行なう。 

   ④Census Block 別人口・農業・経済等の統計データベース構築に係る技術指導を行なう。 

   ⑤上記４つの統計データベースを統合した小地域統計情報システムの管理・運用のための技術

指導を行なう。 

２）各種の多様な小地域統計データの加工・提供 

   ①Kabupaten-Kecamatan 別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行な

う。 

   ②Desa 別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

   ③地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

   ④Census Block 別人口統計の加工・分析・提供に係る技術指導を行なう。 

３）人口・農業・経済等の小地域統計地図の作成、刊行 

   ①Kabupaten-Kecamatan-Desa 別人口・農業・経済等の統計地図の作成・刊行に係る技術指導を

行なう。 

   ②地域メッシュ別人口・農業・経済等の統計地図の作成・刊行に係る技術指導を行なう。 

   ③Census Block 中心点別人口統計地図の作成・刊行に係る技術指導を行なう。 

４）中央統計庁職員の能力向上 

   ①中央統計庁及び州支局職員に対する小地域統計の作成・利用・分析・提供に係る研修を行な

う。 

   ②政策立案者、行政官、研究者、企業経営者等に対する小地域統計の利用・分析に係るセミナ
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ーを開催する。 

 

（５）投入 

１）日本側 

   ①専門家 

総括／小地域統計分析、地域人口統計、地域経済統計、社会開発統計、統計地図、地理情報

システム（GIS）、データ処理、データベース・システム 

   ②日本における C/P 研修 

小地域統計情報システムのデータの分析／応用 

統計地図 

   ③インドネシアにおける研修及びセミナー 

小地域統計情報システムのデータの分析と使用方法に関する研修及びセミナー 

   ④関連機材の供与 

２）インドネシア側 

   ①C/P の配置 

   ②既存施設及び機材の使用 

   ③本プロジェクトに関する業務運営費 

 

（６）プロジェクト活動の概要 

１）Kabupaten-Kecamatan 統計情報システムの構築の技術指導 

人口センサス、農業センサス及び経済センサスなど主要統計調査の結果を各 Propinsi につい

て Kabupaten-Kecamatan 別に集計し、その統計表を収納した「K-K 統計データベース」を作成

するとともに、その利用のための分析方法や提供方法を指導する。 

２）Desa 統計情報システムの整備の技術指導 

2000 年人口センサス結果などの統計データと Desa 境界の数値データとを結びつけて作成さ

れた「Desa 統計データベース」の整備・改善をはかるとともに、その利用のための分析方法や

提供方法を指導する。 

３）Census Block 統計情報システムの構築の技術指導 

2000 年人口センサスにおいてインドネシア全土にわたって設定された調査区（Census Block）
についてのセンサス結果と調査区の中心点の位置データとを結びつけた「Census Block 統計デ

ータベース」を作成するとともに、その利用のための分析方法や提供方法を指導する。 

４）地域メッシュ統計情報システムの構築の技術指導 

人口センサス、農業センサス及び経済センサスなど主要統計調査の結果のほかに、自然環境

データを含む総合的な小地域データベースである「地域メッシュ統計データベース」を作成す

るとともに、その利用のための分析方法や提供方法を指導する。なお、ここで「地域メッシュ」

とは、経線間隔 45 秒、緯線間隔 30 秒ごとに区画された約１km2の正方形の地域、及びこの地域

単位を基準として統合された正方形の地域をいう（英語では通常 Grid Square と呼ばれる。） 
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４－２ 事前評価結果 

（１）妥当性（Relevance） 

   本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

１）インドネシア政府の国家政策との整合性 

インドネシア政府は 2001 年の「地方自治法」施行により、中央政府が持っていた権限の一

部を地方政府に移譲しており、これまで中央政府が行ってきた地方開発計画を地方政府が自ら

の責任において開発計画の立案・実施と、行政サービスの提供を行う必要が生じたため、各地

域レベルでの人口、農業、経済等の統計データを必要としている。また、「新国家中期開発計

画 2005～2009 年」においても、統計情報収集の改善として統計情報収集の現状を認識しつつ、

中央及び地方における統計情報システムの発展の必要性を指摘するなどインドネシアの国家

政策に整合するものである。 

２）インドネシアにおけるニーズとの整合性 

上記のように地方に関する統計情報データの整備・利用及び BPS 職員の能力強化、並びに

民間に対する小地域統計情報の提供は非常に重要なものであり、受益者のニーズに十分整合す

るものである。 

３）我が国の援助政策、国別事業実施計画との整合性 

我が国の「政府開発援助に関する中期政策」（2004 年２月４日）の重点課題として「貧困削

減」及び「持続的成長」を掲げており、また、「対インドネシア国別援助計画」（2004 年 11 月）

では、「『民間主導の持続的な成長』実現のための支援」「『民主的で公正な社会造り』のため

の支援」及び「『平和と安定』のための支援」を「対インドネシア援助の重点分野」としてお

り、それらを実現するための基礎統計資料を作成するための支援として十分整合するものであ

る。 

４）日本の技術の優位性 

我が国では 1970 年代に小地域統計情報（地域メッシュ統計情報）が作成され、国家レベル

では 70 年代以降の全国総合開発計画や各都道府県の総合開発計画、首都圏の大都市圏整備計

画、都市計画、高速道路整備計画、災害対策、社会福祉施設配置計画など多数の計画策定等の

基礎資料、また民間サイドでは商圏開発、販売網の整備、マーケティング等の基礎資料、研究

者間では各種の学術研究のための基礎資料として大きな貢献を果たしてきている。さらに、

1990 年代には、CMS と呼ばれる、地域メッシュよりもより小規模な地域のための統計作成シ

ステムが開発、整備され、現在では、多様な小地域統計が利用可能となっている。 

このように、我が国では多様で高度の小地域統計情報の作成技術を持ち、一般の利用者に対

して多様な統計情報を提供するなどの豊富な経験を持っており、日本の小地域統計情報システ

ム作成能力・技術には、十分な優位性がある。 

 

（２）有効性（Effectiveness） 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が認められる。 

１）プロジェクト目標設定のレベルと計画の論理性 

プロジェクト目標である「小地域統計情報システムが開発され、各種の多様な小地域統計情

報を提供する能力が強化される」ためには、①小地域統計情報システムのためのデータベース

を構築する技術を構築する技術指導がなされ（成果１）、②それらの小地域統計データを加工・
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分析・提供する技術指導が必要である（成果２）。そして、それらの小地域統計情報地図を作

成・刊行すること（成果３）によって中央政府や地方政府のみならず民間セクター（民間企業

等）が利用することが可能となる。そのためにも、BPS 職員に対する小地域統計情報の作成・

利用・分析・提供方法の技術的指導のみならずインドネシア内における小地域統計情報の利用

者となる政策立案者、行政官、研究者、企業経営者等を対象に利用・分析に係るセミナーを開

催しその小地域統計情報の利用価値を頒布すること（成果４）が重要である。 

このように、プロジェクト目標を達成するための必要な成果が「目的と手段」という論理関

係にそって本プロジェクトに深くかかわる BPS 関係者と議論され計画されていることから、

プロジェクト目標達成の可能性は高い。 

２）プロジェクト目標に至るまでの外部条件 

これまで BPS には長期・短期個別派遣専門家により技術移転を受けた職員は継続して勤務

しており、また日本で研修を受けた BPS 職員も同様である。したがって、本プロジェクトの

C/P 等も継続して勤務するであろうと判断できる。2000 年には人口センサス、2003 年には農

業センサスを実施し、2006 年には経済センサスを実施する予定であることからも判断できる

ように、センサス実施のための財政的支出はインドネシア政府からなされており、本プロジェ

クトに必要な財政的支出にも同様に適宜執行されるものと考えられる。 

 

（３）効率性（Efficiency） 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

１）人的投入 

本プロジェクトでは、２年間の間に短期専門家を時宜に応じ最小限に抑えて派遣する体制を

とり、効率的に技術移転を進める計画である。 

２）技術移転 

元長期専門家の技術指導を受けたあとも BPS はジャワ島における小地域統計情報を継続し

て作成したことからも理解できるように、現時点でもある程度の小地域統計情報をまとめる技

術的能力を BPS は持っているため、本プロジェクトによる技術指導を十分理解する組織的な

能力があるものと判断することができ、本プロジェクトの上記４つの成果を効率的に達成する

ことは十分可能である。 

３）機材 

BPS が所有する既存の機材（PC、デジタイザー、プロッター等）は老朽化し、また州統計

事務所にも機材が不足しているが、最低限度の機材やソフト（ARC View 等）を供与すること

により小地域統計情報システムを構築し成果物を刊行することが期待できる。 

 

（４）インパクト（Impact） 

本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 

１）上位目標達成見込み 

本プロジェクトの活動期間は２年間であるが、既述したように BPS は人口センサス及び農

業センサスを実施して収集データをまとめており、また小地域統計情報作成方法と利用方法を

早急に理解するものと推察され、上位目標は地図及び統計データが入手しやすい地域から徐々

に達成されることが期待できる。 
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２）社会・経済的なインパクト 

現在、インドネシア政府は地方分権化を推進しており、小地域統計情報の整備により中央政

府のみならず地方政府による地方開発計画策定に利用されるなどの正のインパクトが想定さ

れる。また、小地域統計情報データや小地域統計地図の刊行により民間会社や研究者の利用が

促進するものと考えられる。 

３）ネガティブ・インパクト 

現時点ではネガティブ・インパクトは想定できない。 

 

（５）自立発展性（Sustainability） 

本プロジェクトの自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 

１）組織能力 

インドネシア BPS は長い歴史を持ち、現在は大統領直属の機関であり、2000 年には人口セ

ンサス（第５回）及び 2003 年には農業センサスを実施し、2006 年には経済センサスを実施す

る予定である。本プロジェクト終了後もインドネシア政府の地方分権化に小地域統計情報デー

タは必要とされ、日本人専門家により移転された技術面での自立発展性は十分期待できる。 

２）財政面 

大統領直属の機関として BPS は重要な位置にあるため種々の統計調査を法定どおりに実施

しているので、必要な予算は確保されるものと期待できる。現在、統計調査結果は公的な統計

データとして販売しているので、本プロジェクトで作成された小地域統計情報データや小地域

統計地図の有料販売により、財政的収入もさらに見込まれる。 

３）社会的・環境的・技術的受容性 

BPS 職員に対する小地域統計情報システム作成の技術は、本プロジェクト終了後もインドネ

シア政府の国家政策によって進められている地方分権化に伴う地方政府による地方開発計画

策定のための統計データの提供に必要とされるものであり、技術面での自立発展性は見込まれ

る。 

 

（６）総合的評価結果 

小地域統計情報システムの開発によって、これまで国家及び州政府のみで行われていた貧困削

減をはじめとする政策立案のための各種推計や分析が、県レベル以下の行政府でも可能となると

ともに、地域開発、産業立地、交通網の建設、災害対策、環境保全など各種の行政施策のための

有用で有効な基礎資料を提供することが可能になる。 

また、インターネットを通じて統計データベースへのアクセスが可能となることから、民間部

門における産業立地分析や商圏分析なども可能となり、経済活性化の起爆剤ともなる。さらに、

小地域統計情報システムの普及により、大縮尺の精緻な地図の需要が高まり、政府における地図

整備への本格的な取り組みを促し、かつインターネット需要の増大による高速通信回線の整備や

関連施設の充実など社会基盤整備の促進などの波及効果も期待される。 

さらに、インドネシア政府の財政状況は厳しく、各種統計を整備する予算は限られており、低

コストで効率的な基礎資料を整備することが不可欠である。また、一度整備した統計情報を必要

に応じて更新する費用も安価なシステムが期待される。 

このように、本プロジェクトは、インドネシア政府の地方分権化への支援として中央政府のみ
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ならず地方政府が必要とする統計データを整備することに大きく貢献し、また更新などの再整備

費用が安価なため自立発展性が期待できるため、総合的な観点から本プロジェクトの実施は妥当

かつ必要であると判断される。 
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２．PDM 

Ver. No.： 

プロジェクト名：インドネシア国小地域統計情報システム開発プロジェクト 期間：2006年６月～2008年６月 

対象地域：インドネシア    ターゲット・グループ：中央統計庁（BPS）職員 作成日：2006 年２月 17 日 

プロジェクト要約 指  標 入手手段 外部条件 

上位目標 

 全国及び州ばかりでなく県レベル以

下の多様な地域統計が政策立案者、行政

官、研究者、企業経営者、NGO などの

利用者に提供される。 

 

１．政策立案・計画や研究などの

報告書への引用頻度 

２．中央統計庁及び各州支局ホー

ムページへのアクセス数 

 

１．政策立案文書 

２．中央統計庁及

び州支局の電子

記録 

 

プロジェクト目標 

 中央統計庁において、小地域統計情報

システムが開発され、適時に利用可能な

形で各種の多様な小地域統計データ及

び統計地図を提供できる。 

 

１．インターネットや刊行物等で

提供する小地域統計データの

種類及び数 

２．小地域統計情報のシステム、

加工・提供方法及び統計地図作

成に関するガイドラインの作

成 

３．BPS 職員の小地域統計のデー

タ加工、提供方法及び統計地図

作成の理解度 

 

１.２＆３．中央統

計庁文書・電子

記録・刊行物 

 「イ」国内のイ

ンターネット環

境が整備され

る。 

 財源が確保さ

れ、予算が計画

どおり執行され

る。 

 

 

 

 

成果 

１．小地域統計情報システムのためのデ

ータベースが構築される。 

 

２．各種の多様な小地域統計データが加

工され、提供される。 

 

 

３．人口・農業・経済等の小地域統計地

図が作成、刊行される。 

 

４．中央統計庁職員による小地域統計の

作成・利用・分析に関する技術が獲得

される。 

 

 

1-1. 小地域別統計データベース

のデータの利用頻度 

1-2. 小地域統計電子ファイルの

作成数 

2-1. インターネットによる小地

域統計電子ファイルの利用

数 

2-2. 小地域統計刊行物数 

3-1. 小地域統計刊行物数及び販

売数 

3-2. 統計地図の刊行数 

4-1. 研修及びセミナーにおける

理解度 

4-2. 研修マニュアルの作成 

 

１.２＆３．中央統

計庁文書・電子

記録・刊行物 

 

 

 

 

4-1. アンケート

調査 

4-2. プロジェク

ト作成 

投入 活動 

1-1. Kabupaten-Kecamatan 別人口・農

業・経済等の統計データベース構

築に係る技術指導を行なう。 

1-2. Desa 別人口・農業・経済等の統計

データベース整備に係る技術指導

を行なう

（日本側） 

１．専門家 

チーフ・アドバイザー／地域

統計分析、地域人口統計、地域

経済統計、社会開発統計、統計

（インドネシア側） 

１．カウンターパ

ート配置 

２．既存施設・機

器の利用 

 技術移転を受

けた中央統計庁

職員が継続して

勤務する。 



 

－64－ 

を行なう。 

1-3. 地域メッシュ別人口・農業・経済

等の統計データベース構築に係る

技術指導を行なう。 

1-4. Census Block 別人口・農業・経済

等の統計データベース構築に係る

技術指導を行なう。 

1-5. 上記４つの統計データベースを統合

した小地域統計情報システムの管

理・運用のための技術指導を行なう。 

2-1. Kabupaten-Kecamatan 別人口・農

業・経済等の統計の加工・分析・

提供に係る技術指導を行なう。 

2-2. Desa 別人口・農業・経済等の統計

の加工・分析・提供に係る技術指

導を行なう。 

2-3. 地域メッシュ別人口・農業・経済

等の統計の加工・分析・提供に係

る技術指導を行なう。 

2-4. Census Block 別人口統計の加工・

分析・提供に係る技術指導を行な

う。 

3-1. Kabupaten-Kecamatan-Desa 別 人

口・農業・経済等の統計地図の作

成・刊行に係る技術指導を行なう。 

3-2. 地域メッシュ別人口・農業・経済

等の統計地図の作成・刊行に係る

技術指導を行なう。 

3-3. Census Block 中心点別人口統計地

図の作成・刊行に係る技術指導を

行なう。 

4-1. 中央統計庁及び州支局職員に対す

る小地域統計の作成・利用・分析・

提供に係る研修を行なう。 

4-2. 政策立案者、行政官、研究者、企

業経営者等に対する小地域統計の

利用・分析に係るセミナーを開催

する。 

地図、統計 GIS、情報処理、デ

ータベースシステム 

２．本邦研修（C/P） 

小地域統計システムの運用、

それらの利用・分析 

 統計地図 

３．在外研修(セミナー) 

小地域統計情報システムから

の統計データ分析と使用方法 

４．関連機材の供与 

５．現地業務費 

３．業務費 前提条件 

１．中央統計庁

が小地域統計

の有用性を認

識する。 

２．小地域統計

整備に必要な

縮尺の地図が

確保できる。
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４．面談記録 

４－１ JICA インドネシア事務所打合せメモ 

 

① 日時：2005 年 12 月 19 日 10:30～11:10 

② 場所：インドネシア事務所会議室 

③ 参加者：インドネシア事務所：加藤所長、花里次長、立松職員 

調査団：塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

冒頭塚本総括が案件概要表及びミニッツ（案）に基づき、案件概要及び調査対処方針を説明。コ

メント及び質疑応答の概要は以下のとおり。 

 

・インドネシアには様々な統計データがあるが、数字がそれぞれ異なっており信頼性が低い。貧困

層への金銭給付を実施した政策も、基礎となった貧困所得統計データの信頼性は低かった。 

 

・インドネシアでは出生率の低下から 20～30 年後には高齢化の問題が出てくるといわれている。人

口動態を分析することは社会や国の制度が変化していく目安になる。そのためにも基礎になる統

計データの数字が重要な意味を持っている。（加藤所長） 

 

・小地域統計におけるメッシュ統計と GIS の違いは何か。（加藤所長） 

  →メッシュ統計は GIS（地理情報システム）の一部である。日本では現在 GIS のソフトを利用し

てメッシュ統計を作成している。一部の先進国では GIS ソフトを使用しているが、それには精

度の高い地図が必要である。メッシュ統計はインドネシアに現在ある地図で作成可能であり、

Excel で利用できるのでユーザーも利用しやすい。 

また、既にある自然環境のメッシュ統計データと人口データを組み合わせることもできる。他

のデータと関連させられることがメッシュ統計のメリットである。（大友団員） 

  →インドネシアの利用者のニーズを考慮するとメッシュ統計の精度で十分に対応できるのではな

いかというのが社会開発部の判断である。（塚本職員） 

 

・インドネシアでは軍の許可や自然条件の制限があり航空写真を全土で撮ることはできないので、

精度の高い地図は作成が難しい。特に首都から遠隔地では精度の高い地図はない。（加藤所長） 

  →ジャワ島は 25000 分の１の地図があるのでメッシュ統計地図の作成は十分可能である。しかし、

カリマンタンなどの地域では 50000 分の１、100000 分の１の地図しかないようであるので工夫

が必要である。日本ではメッシュ統計の標準単位が１㎞四方であるが、精度の高い地図がない

場合は５km 四方の単位で作成することもできる。（大友団員） 

 

・オランダでは小地域統計の状況はどうなっているのか。（加藤所長） 

  →1980 年代までメッシュ統計であったが、現在は 1000 分の１、2000 分の１の地図を使った GIS
ソフトを利用していろいろな小地域統計を作成している。（大友団長） 

 

・メッシュ統計の欠点は何か。（加藤所長） 

  →１km 四方より小さな地域の統計情報は表すことができないことである。（大友団長） 
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・地方分権化の時代になり国から県に権限委譲が進んでいるが、一方で県レベルの貧富の格差が広

がりつつある。知事の指導力が問われているが人材の差は大きい。地方分権化以降国家公務員の

約半分は地方公務員になった。そのため地方公務員が政策を企画、立案して評価しなければなら

ない問題が顕在化している。今後 JICA プロジェクトは一層住民対話、住民参加を図りながら進

めなくてはならないが、地域、宗教等の違いも大きいため個別に対応していかなくてはならない。

（加藤所長） 

 

以 上 
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４－２ 日本大使館表敬メモ 

 

① 日時：2005 年 12 月 19 日 11:30～12:00 

② 場所：日本大使館 

③ 参加者：大使館：桐部二等書記官 

インドネシア事務所：立松職員 

調査団：塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

冒頭塚本総括が案件概要表及びミニッツ（案）に基づき、案件概要及び調査対処方針を説明。コ

メント及び質疑応答の概要は以下のとおり。 

 

・具体的にどのようなシステムの開発を支援するのか。（桐部書記官） 

→日本の統計局は分散型であるが、インドネシアの中央統計局は集中型である。地方分権化によ

って県レベルで統計を利用することになり小地域統計の必要性が高くなった。しかし、現在の

BPS（インドネシア中央統計庁）が作っている統計では不十分であるということで小地域統計

システム支援の要請があった。元々の BPS の要請では人口センサス結果を表す地域メッシュ統

計を作りたいとの要請であった。しかし、行政区域別のデータも整理されていなかったため、

まずは Kabupaten-Kecamatan 及び Desa の行政区域の統計情報システムから支援することを提案

した。Desa については BPS が一部作成しているので、それを整備することになる。このデータ

システムの基礎となるのは 2000 年人口センサス、2003 年農業センサス、2006 年経済センサス

である。これらの行政区域別のデータに BPS から要請のあったメッシュ統計、さらに将来的な

GIS の利用を見据えて調査区別統計の整理を含めた。この４つを合わせて小地域統計情報シス

テムを構築し、利用のための技術支援をする。さらに、成果を示すために統計地図を作成する

計画である（大友団員） 

 

・小地域統計情報システムの中身のデータは既にインドネシアは持っているのか。（桐部書記官） 

  →人口センサスのデータは持っている。農業センサス、経済センサスもシステムに入れたかった

が、農業センサスは既に終了しており、経済センサスは計画が終わってしまっている。調査前

に準備しないとできないプロセスになっているので、今回の調査で状況を確認したい。（大友団

員） 

 

・インドネシアは小地域統計情報システムを構築するための機材は持っているのか。（桐部書記官） 

→BPS には今までに無償資金協力等で利用可能なパソコン等の機材が供与されているので今回の

調査で確認したい。（塚本総括） 

 

・データの提供はどのような方法でするのか。（桐部書記官） 

→インターネットのホームページのほか、印刷物を有料にして販売することも考えられる。（大友

団員） 
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・計画の対象地域はインドネシア全土になるのか。（桐部書記官） 

→可能であればインドネシア全土を対象としたい。人口センサスについては、BPS に個別専門家

として派遣されていた統計局の西専門家がセンサス結果のメッシュ統計への利用を提案しテス

ト的に実施されており集計のみが残っている状態である。（大友団長） 

 

・データの分析は地方の行政組織でするのか BPS でするのか。（桐部書記官） 

→ミクロに分析するための作業は BPS が実施する。各自で行う利用は EXCEL でできるのでユー

ザーは高い GIS ソフトを購入する必要がない。（大友団員） 

 

・地方分権を後押しする統計は必要である。インドネシア全土では難しいかもしれないが、２年間

で指導者を育て、その後につなげてほしい。（桐部書記官） 

 

 以 上 
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４－３ インドネシア中央統計庁（BPS）との協議メモ１（2005 年 12 月 19 日）

 

① 日時：2005 年 12 月 19 日 14:45～15:15 

② 場所：BPS インドネシア 

③ 参加者：統計普及部長 Mr. Agus Suherman 
統計地図室長 Mr. Dudy Sulaiman 

      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括が案件概要及びミニッツ（案）に基き、本プロジェクトの概要を説明した。以下

は、コメント及び質疑応答の概要である。 

 

・C/P の配置は可能であるが、コンピューター等の機材は地方では不足している。また、インドネ

シアの会計年度は１月～12 月であるので、プロジェクトのための BPS 側の予算を確保する措置を

直ちに講じる必要がある。地図に関しては、人口センサスの調査区はスケッチマップであるが、

将来的にデジタル地図にしたい。地方分権化により、この数年で多くの新しい行政地域（州／県

／村）が誕生したので、以前の行政地域数よりかなり増加したが、それらの境界を示す地図はな

い。地域メッシュ統計（Grid Square）の作成方法については、まだよく分らない点があるので、

日本から教示を受けたい。地域メッシュ統計を作るための基本地図は、インドネシア全土にわた

っては整備されていない。例えば、イリヤンジャヤ（パプア）州の基本地図はない。人口センサ

スの Block Census 別集計は終了している。（Mr. A. Suherman） 

・日本側として、このプロジェクトは一応承認されているが、限られた予算なので R/D を結ぶ前に

プロジェクトの内容に関し、双方同意をしていたほうがよい。（塚本総括） 

・農業センサスは 2003 年に終了し、2006 年の経済センサスは人口センサスの調査区と同じであり、

それらのリストも準備されている。また、農業センサスも経済センサスも全数調査で実施される

（Mr. A. Suherman） 

・そうであれば、３つのセンサスを統合した地域メッシュ統計を作成することができるだろう。（大

友団員） 
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４－４ インドネシア国家開発計画庁（BAPPENAS）との協議メモ

 

① 日時：2005 年 12 月 19 日 16:00～16:30 

② 場所：BAPPENAS 
③ 参加者：BAPPENAS マクロ経済局局長 Mr. Bambang Prijambodo 
      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括が案件概要及びミニッツ（案）に基き、本プロジェクトの概要を説明した。以下

は、コメント及び質疑応答の概要である。 

 

・小地域統計の重要性は、中央政府のみならず地方行政府も認識している。また、研究のためアカ

デミックな分野でも必要とされている。地方の BPS では PC 等の機材が不足している。小地域統

計は地域開発策定のみならずマクロ経済でも必要とされている。例えば、マクロ経済を考えるに

は国家統計が必要であるが、誰が何人いてどこに住んでいるのかというような実際の数字が分ら

ないと計画を立てることができない。インドネシアは、近隣諸国よりは国家統計は整備されてい

ると思うが、インドネシアの国土面積は広く島嶼国でもあるため、詳細には分らないことが多い。

地方行政府も詳細な人口を把握することが重要であることを認識して BPS に聞くが、詳しい情報

は得られない。BPS が統計情報をどのように作成しどのような価格で販売するのかは BPS の課題

である。というのは、Bank of Indonesia も統計情報を作成しているからである。すなわち、私的

な利用者（Private users）にとってその統計情報からどのようなメリットが得られるのかが重要で

ある。インドネシア国家計画「2004 年－2009 年」に統計の重要性が記述されている。小地域統計

は都市と地方の格差（Disparity between urban areas and rural areas）の是正にとっても必要なも

のである。（Mr. B. Prijambodo） 

・日本では 70 年代から地域メッシュ統計は作成され、様々な分野で利用されている。（大友団員） 

・地域メッシュ統計のデメリットとして、地域メッシュつまり正方形（Square）より小さい地域の

情報が得られないという点である。メリットとして、例えばインドネシアでは地域によって統計

が利用できないところがあるが、メッシュ（Grid Square）を使うとその地域ついての推計が可能

となる。（大友団員） 

・地域メッシュ統計は人口センサスデータのみならず、農業センサスデータや経済センサスデータ

も含む。（塚本総括） 

・小地域統計がいろいろな面で役立つことが分った。インドネシアへの支援を感謝する。（Mr. B. 
Prijambodo） 
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４－５ BPS との協議メモ２（2005 年 12 月 20 日午前）

 

① 日時：2005 年 12 月 20 日 10:00～11:00 

② 場所：BPS インドネシア 

③ 参加者：統計庁長官 Dr. Choiril Masksum 

統計手法・情報局長 Mr. Muljono Muah 
統計普及部長 Mr. Agus Suherman 
インドネシア JICA 事務所 立松職員 

      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括が案件概要及びミニッツ（案）に基き、本プロジェクトの概要を説明した。以下

は、コメント及び質疑応答の概要である。 

 

・総務省統計局では、従前から、長期・短期専門家を通じて、小地域統計の重要性と有用性を BPS
に伝えてきたが、BPS は、2000 年人口センサスの実施にあたり、小地域統計の一つであるデサ（村

落）別統計を作成した。2002 年に、財団法人統計情報研究開発センター（SINFONICA）が、BPS
と JICA インドネシアの支援を得てジャカルタで小地域統計の利用に関するセミナーを開き、そ

の際に、小地域統計の有用性が紹介された。それにより、BPS ばかりでなく JICA インドネシア

も小地域統計に関心を示し、西・元長期専門家を通じて、小地域統計整備プロジェクトの形成を

徐々に進めた経緯がある。インドネシアは自然災害が多いこともあり、自然災害は局所的なので、

小地域統計は、この点でもインドネシアにとって役に立つものと考える。本プロジェクトは、①

州／県／市の統計情報の作成、②村（Dasa）単位の統計情報の作成、③地域メッシュ統計（Grid 
Square Statistics）の作成、④調査区（Census Block）別統計の作成、⑤これらの統計地図の作成

及び印刷、⑥これらの統計の利用・分析手法の研修やセミナーの実施、⑦本邦研修までである。

地域メッシュ統計とは、基本的には１km2（１km×１km）の正方形の地域別統計である。その主要

な統計は、人口センサス、農業センサス及び経済センサスで得られた結果である。この地域メッ

シュ統計は、日本では 1970 年代から５年毎の国勢調査、事業所・企業調査、商業統計調査、工業

統計調査及び農林業センサスにおいて作成され、商業経営（商圏分析）、工業立地、農業経営、森

林開発、地域開発（高速道路網・鉄道網整備）、環境対策等に活用されている。（大友団員） 

・インドネシアの地方分権化関連での統計を伺いたい。（立松職員） 

・インドネシアでは地方分権化が進み、小地域統計情報が必要となっているが、BPS はいろいろな

小地域統計情報を作成する必要があるが、現時点で十分な作成がなされていない。人口センサス

の調査区は、地図上ではスケッチマップでしか表示でされていないので、そのデータと地図とを

対応させた利用ができない。地域メッシュ（Grid Square）に基く統計があればそれが可能である

というが、プロジェクトを通じて、地域メッシュ統計の作成方法ばかりでなく、有用性を知りた

い。表（table）中の数字ではなく地図と関連付けたデータやグラフがあれば問題点などの理解が

早い。近年、地方分権化により、郡／市や村が増えたが、既存のスケッチマップ上でこれらの境

界を分けるのは難しいが、地域メッシュ統計があれば、変動に対応した統計をつくることができ

る。（Dr. C. Masksun） 

・現在、日本では GIS ソフトを使用し、人口センサス結果に基づく地域メッシュ統計を作成してい

る。GIS ソフトを使用するためには、高いコストを必要とする基本地図の整備が必要であり、ま
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た、その利用にも、GIS ソフトを使用する必要があるので、高費用となるが、地域メッシュ統計

は、GIS ソフトを使用する必要がないので、低費用である。地域メッシュ統計ができれば、中央

政府のみならず、地方行政府、民間企業や NGO などに役立つだろう。（塚本総括） 

・インドネシアは広い国であるため、25000 分の１のような地図が全部できていない現状であるの

で、日本のような地域メッシュ統計を全土にわたって作成するのは容易ではないうえ、日本や他

の先進国が採用しているような GIS ソフトを使用することを必要とする小地域統計を作成するの

であれば、10000 分の１のような、より精密な地図が必要となり、莫大な費用と時間を要する。

その点、地域メッシュ統計は低費用で現在の地図を利用して作成可能である。なお、正確には、

地域メッシュ統計も GIS の範疇に含まれ、その一部である。（大友団員） 

・GIS として地域メッシュ統計の方が安価で、かつ早くでき、また GIS ソフトを使用するのが高コ

ストであれば、地域メッシュ統計がベストだろう。要は、BPS の目的が統計情報を普及すること

なので、どのように普及できるのかが課題だろう。（Mr. A. Suhermen） 

・JICA による技術協力プロジェクトの目的の一つとして自立発展性（Sustainability）が重要なので、

プロジェクト終了後 BPS の政策が変わると困る。（塚本総括） 

・地域メッシュ統計は、新しいことなので十分理解しているわけではないが、小地域統計情報シス

テムは、統計情報を普及するのに有利である。（Mr. A. Suhermen） 

・日本では 1970 年代以降、民間部門が興味をもち利用してことからもわかるように地域メッシュ統

計は役立つものである。地域メッシュ統計は、正方形の地域内に含まれる調査区の中心点（Centroid 
Point）を利用して統計情報をまとめるものである。（大友団員） 

・本プロジェクト活動期間（２年）に技術（technical skill）を習得し、プロジェクト終了後も自分

達で継続して利用するつもりである。（Dr. C. Masksum） 

・プロジェクトのアウトプットは M/M 案に記載しているが、農業センサスや経済センサスがサン

プル調査的なものであれば、本プロジェクトの対象地域は、インドネシア全土に及ばないかもし

れない。（塚本総括） 

・人口センサス調査区の中心点同定は、全土にわたっては、完了していない。（Mr. A. Suhermen） 
・現時点では農業センサス及び経済センサスに関する情報は不足しているので、この調査期間中に

新しい情報を詳しく知りたい。（大友団員） 

・経済センサスは 2006 年に実施する予定なので現在は議論中であるが、農業センサスは既に実施済

みなので後日情報を渡すことができる。現在、電子化した地図情報は不足している。（Mr. A. 

Suhermen） 

・境界線を載せた地図（boundary map）がなくても、地域メッシュ統計を作成することができる。

（大友団員） 
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４－６ BPS との協議メモ３（2005 年 12 月 20 日午後）

 

① 日時：2005 年 12 月 20 日 13:00～16:30 

② 場所：BPS インドネシア 

③ 参加者： 

貿易・サービス部長 Mr. Nursirah Amal Urai 
人口統計部長 Mr. Wendy Hartanto 
統計方法部長 Mr. S. Happy Hardjo  

園芸統計室長 Mr. Hosniaur Nasunion 
統計地図室職員 Mr. Harfonc  
統計普及部職員 Mr. Roby Darnawan  

データベース開発室職員 Mr. Dwino Daries  

企画部部長 Mr. Sihar Lumbun Tobin 
統計地図室長 Mr. Dudy Sulaiman  

統計普及部長 Mr. Agus Suherman  

統計情報システム室長 Mr. Gema Purwasa 
インドネシア JICA 事務所 立松職員 

  調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括が案件概要及びミニッツ（案）に基き、本プロジェクトの概要を説明したあと、

大友団員が、地域メッシュ統計に関し作成方法、優位点と非優位点、利用方法・分野について、

詳細な説明を行った。さらに、BPS より西・元長期専門家より技術移転された地域メッシュ統計

の事例（バリ）について説明を受けた。以下は、コメント及び質疑応答の概要である。 

 

・地域メッシュ統計は、基本的には正方形の地域（１km2）を地図上に画定し各正方形の地域にデー

タ（人口センサス、農業センサス、経済センサスのデータ）を載せようとするものである。地域

メッシュ統計の優位点は、①時系列に比較検討できること、②行政区は変化するが、地域メッシ

ュは緯度・経度で設定するので正確であること、③任意の地域における人口等の算出が容易であ

ること、④２地点間の距離を、地図上で測定することなく計算で容易に出せること、⑤Excel を使

用して各種の統計地図を作成できること、⑥GIS のソフトを利用することなく、Excel により複雑

な分析も可能であること、などがある。非優位点としては、①行政地域などの境界線との正確な

対応が困難であること、②地域メッシュの面積（１km2）より小さい地域のデータが得られないこ

と、などがある。（大友団員） 

・西・元長期専門家の技術指導でバリ、西ジャワの地域メッシュ統計を作成した経験がある。（BPS） 
・地域メッシュ統計はどのような機関が使用できるのか？（BPS） 

→地域メッシュ統計は中央政府の省庁における土地利用、建設、社会福祉などの分野のみならず

地方行政府が利用できる。（大友団員） 

・３つのセンサスのうち、どのセンサスを使用するのか？（BPS） 

・現時点では基本的に３センサスの結果を用いる。地域メッシュ統計の考え方は、中心点に調査区

に属するすべての人が居住しているものとみなす。さらに、３センサス以外にも、自然環境など

他のデータを載せることができる。したがって、他の省庁でも、独自のデータを地域メッシュ統
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計に加工し、既存の地域メッシュ統計と合体させて利用することもできる。（大友団員） 

・PO（Plan of Operations）の９月頃に研修が入っているが、ラマダンへの配慮が必要である。（立

松職員） 

・人口センサス調査区はスケッチ地図が多いので、現実的には地理的に異なる可能性がある地域も

あるため、GPS 等で確認する必要があるだろう。ただし、正確な調査区境界地図の作成は、他の

予算により、他のプロジェクトで行う必要があると考える。（BPS） 

・地域メッシュ統計の作成にとって必要な情報は、調査区中心点の位置なので、必ずしも正確な地

図がなくても可能である。（大友団員） 

・中央の BPS には PC は十分あり、GPS も 700 台はあるが、州レベルの BPS 事務所には PC は不足

し、GPS はない。（BPS） 

・本プロジェクト予算の制約はあるが、供与機材に関し今回購入価格・入手可能性等を調査する。

（塚本総括） 

・地図に関して言えば、25000 分の１地図が 20,000Rs／枚で購入可能である。（BPS） 

・農業センサス（2003 年実施）の製表は全部終了していないが、全国のデータ数値はある。また、

経済センサス（2006 年実施予定）も全数で調査する予定である。したがって、人口センサスに農

業センサスと経済センサスを合体（merge）した地域メッシュ統計を作成できる。（BPS） 
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４－７ BPS 中央ジャカルタ市事務所との協議メモ

 

① 日時：2005 年 12 月 21 日 10:00～11:30 

② 場所：BPS 中央ジャカルタ事務所 

③ 参加者：工業統計 Mr. Toto Silitonga 
      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括が案件概要及びミニッツ（案）に基き、本プロジェクトの概要を説明した。また、

工業統計を専門とする Mr. T. Silitonga より中央ジャカルタ（行政市）BPS の組織構成とその役

割について説明を受けた。その後、所内での地図作成状況や所有機材の説明を受けた。以下は、

コメント及び質疑応答の概要である。 

 

・DKI ジャカルタ州は５つの行政市（Kota すなわち municipality）から構成されており、ここは、

BPS の DKI ジャカルタ州事務所の管轄下に Pusat Jakarta（Central Jakarta）の事務所である。BPS 
Pusat Jakarta は５課（統計普及・データプロセッシング課、社会統計課、統計配布課、統計作成

課、経済統計課）があり、８つの郡を管轄している。職員は全員で 27 名、そのうち８名は各８郡

の BPS 事務所長（Head of Kecamatan）である。この BPS Pusat Jakarta には PC13 台（うち、５

台は旧式）、プリンター１台、タイプ９台（うち、７台は旧式）及びファックス１台であり、サー

バーはない。（Mr. T. Silitonga） 

・BPS 本庁とどのように連絡を取り合うのか？（塚本総括） 

→インターネットで本庁の BPS インドネシアと情報を交換するが、電話や人を使うことが多い。

職員やコンピューター等の機材のみならず IT 関連の訓練が不足している。管轄下の８郡の BPS
には PC がないので必要な際には Pusat BPS のを使用している。（Mr. T. Silitonga） 

・どのように調査を行っているのか？（塚本総括） 

→例えば人口センサスを実施する際には職員が現場へ行き調査、集計、コンピューター入力、出

版を行っている。（Mr. T. Silitonga） 

・統計業務量として本庁の BPS インドネシアと BPS Pusat Jakarta との比率はどのくらいか？（塚本

総括） 

→BPS Pusat ジャカルタでも独自に計上した予算で調査を行っているが、BPS インドネシアの業

務もあるので、BPS 本庁：BPS Pusat ジャカルタの業務比は８：２くらいである。（Mr. T. 
Silitonga） 
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４－８ BPS DKI ジャカルタ特別州事務所との協議メモ

 

① 日時：2005 年 12 月 21 日 14:00～15:00 

② 場所：BPS DKI ジャカルタ特別州（DKI Jakarta Province） 事務所 

③ 参加者：BPS DKI ジャカルタ特別州局長 Mr. Sunari Sarwono 
      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括が案件概要及びミニッツ（案）に基き、本プロジェクトの概要を説明した。また、

Mr. S. Sarwono 局長から DKI ジャカルタ BPS の組織構成、所有機材、業務の役割等の説明を受

けた。終了後、附属統計図書館を視察した。以下は、コメント及び質疑応答の概要である。 

 

・組織の位置づけとしては州レベルの BPS であり、１特別区（regency）と５市（municipality）を管

轄している。全体の職員は 247 名であり、うち 100 名が BPS DKI ジャカルタに勤務している。

BPS DKI ジャカルタは、本庁である BPS インドネシアの一つの下部組織であるが、統計業務に

関する一つのバロメーター的な立場にあるため、通常、統計業務が多く、職員の人的な質に問題

はないが職員数が不足している。人口センサス実施などで忙しい場合には臨時的に雇用し対処し

ている。また、例えば使える PC が 150 台弱なので、業務が多い際や早急にする必要がある際に

は問題となる。小地域統計として、人口、貧困、社会的基盤（インフラ）、社会経済、労働力など

の統計が整備されている。これらは行政地区に基づいて作成されている。これら統計の集計・デ

ータ入力・分析・出版までを基本的には１年で行っている。（Mr. S. Sarwono） 

・BPS インドネシアとどのようにコンタクトを取っているのか？（塚本総括） 

→BPS インドネシアとの連絡はインターネットを使用している。（Mr. S. Sarwono） 

・統計の業務量比について伺いたい。（塚本総括） 

→全体の統計業務として、BPS インドネシアからの業務と管轄下の地方 BPS からの業務とほぼ同

じくらいだろう。どこの州もほぼ同じ状況であろうと思うが、人材の質に問題はないけれど職

員数が不足している。（Mr. S. Sarwono） 

・地方分権化の影響で市や州の統計業務に関する責任が生じてきており、必要に応じて自分達で調

査を実施する必要がある。各地方行政府は自力でデータ処理をするなど統計データを作成してい

るが、必要に応じて BPS インドネシアから入手している。（Mr. S. Sarwono） 

・貧困地図分析はどうなのか？（大友団員） 

・統計データの精度が重要であり、貧困センサス統計では 220 万世帯を調査した。その統計誤差は

僅か 0.6％であった。（Mr. S. Sarwono） 

・データ処理用の建物が別地にあり、そこにも統計図書館がある。その図書館には多くの学生や学

者等が訪問して統計データをよく調べている。（Mr. S. Sarwono） 
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４－９ 世界銀行 TFSCB プロジェクトとの協議メモ

 

① 日時：2005 年 12 月 21 日 16:00～16:45 

② 場所：インドネシア JICA 事務所 

③ 参加者：世界銀行 TFSCB コーディネーター Ms. Elif Yavuz 
      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

冒頭、塚本総括及び大友団員がプロジェクトの概要を説明し、Ms. E. Yavuz からも世界銀行の

TFSCB の概要説明を受けた。以下は、コメント及び質疑応答の概要である。 

 

・非常に野心的なプロジェクトであり、大いに期待している。どのようなデータが含まれるのか？

（Ms. E. Yavuz） 

→基本となるものは人口センサスデータであるが、必要に合わせてユーザーが作れる。以前、日

本の元長期専門家が地域メッシュ統計の作成方法を技術移転しており、BPS では地域メッシュ

統計の作成の経験を持っている。現時点の問題点はカリマンタンやパプアの地図（25000 分の

１）がないことであるが、工夫をすれば、地域メッシュ統計の作成は可能であると思う。現時

点ではインドネシア全土を対象としている。人口センサス及び農業センサスは実施済みであり、

経済センサスはこれからであるが、これら３つのセンサスを結合して地域メッシュ上に載せる

ことができる。さらに、環境統計データも結合させることができる。（大友団員） 

・地域メッシュ統計ができれば時系列分析が容易になるし、様々な利用方法がある。世銀の TFSCB
でも地方分権化に伴う BPS 人材の育成に焦点を当てている。現在、インタビュー対象者をリスト

アップしたので 2006 年にインタビューを実施して集計・分析し、2007 年１月か２月頃にワーク

ショップを開く予定である。本 TFSCB のインタビュー目的は「どのような人（user）がどのよう

な統計データを必要としているのか？」をまず調査・分析することである。（Ms. E. Yavuz） 

・本プロジェクトでも実施期間中にセミナーを開く予定である。（塚本総括） 

・世銀の支援で BPS は貧困地図を作成した。本 TFSCB も BPS の協力を得ている。（Ms. E. Yavuz） 
・BPS には既に説明したのか？（Ms. E. Yavuz） 

→昨日、BPS 長官に説明し、協力の同意は得ている。（塚本総括） 

TFSCB の質問書の質問のなかには、統計の作成方法を知らない一般利用者には回答できないも

のがいろいろある。質問項目があまりにも洗練されすぎて、開発途上国では通用しないものも

あるようだが。（大友団員） 

→そのような気もする。質問の際に注意したい。（Ms. E. Yavuz） 
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４－10 インドネシア国土地理院（BAKOSURTANAL）との協議メモ

 

① 日時：2005 年 12 月 22 日 10:00～11:10 

② 場所：BAKOSURTANAL 
③ 参加者：BAKOSURTANAL  Mr. Heru Warsito 
      インドネシア JICA 事務所 立松職員 

      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括及び大友団員が本プロジェクトの概要を説明した。以下は、コメント及び質疑応

答の概要である。 

 

・インドネシア全土にわたって、地形図はまだ整備されていない。地形図は、25000 分の１、50000

分の１、250000 分の１の縮尺のものが主要なものであるが、これらのなかには、印刷図のみ、数

値地図のみ、双方があるものの３種類で、数値地図には行政境界が入っていない。インドネシア

の行政地域の境界については、BPS の支援を得ており、特に、郡（Kecamatan）や村（Desa）の境

界線については、BPS が作成したデータに依存している。（Mr. H. Warsito） 

・25000 分の１の地形図はあるのは承知しているが、インドネシア全土にわたってあるのか？（大

友団員） 

→全土にわたって作成されていない。また、一部地域については、デジタル化したものが作成さ

れている。（Mr. H. Warsito） 

・貧困地図はあるのか？（大友団員） 

→作成済みである。（Mr. H. Warsito） 

・ある省庁が一つのテーマで地図を作成しても、後で他のテーマの地図と合成することが難しいの

が問題である。そのため、地図の投影法の標準化が必要である。（Mr. H. Warsito） 

・デジタル化した地図で 10000 分の１地図が 700,000Rs／枚、25000 分の１地図が 20,000Rs／枚で

ある。また、スマトラやカリマンタンの航空写真（レーダー）地図が 150,000Rs／枚である。地

域によって作成状況が異なる。（Mr. H. Warsito） 

・地域メッシュ統計の作成にあたって、地域メッシュの標準化が必要であるが、インドネシアでは

どうしているのか？（大友団員） 

→国際標準に基いている。（Mr. H. Warsito） 

・地図の印刷について伺いたい。 

→地図を印刷する施設はもっているが、古いので民間の印刷会社を利用している。100 ㎝以上の

サイズの地図を印刷できる会社は２社のでみあるが、そのサイズ以下の地図を印刷できる民間

印刷会社はジャカルタ市内に多数ある。（Mr. H. Warsito） 
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４－11 BPS との協議メモ４（2005 年 12 月 22 日）

 

① 日時：2005 年 12 月 22 日 14:20～15:30 

② 場所：BPS インドネシア 

③ 参加者：統計方法・情報局長 Mr. Muljono Muah 
      統計普及部長 Mr. Agus Suherman 

統計地図室長 Mr. Dudy Sulaiman 
JICA インドネシア事務所 立松職員 

      調査団 塚本総括、大友団員、西村団員、増野団員 

④ 内容： 

  冒頭、塚本総括が前回説明したミニッツ（案）に関し修正意見を求め、Mr. Agus より最終修正案

を受けた。以下は、コメント及び質疑応答の概要である。また、最後にパワーポインターを使用

して貧困地図の作成状況の説明を受けた。 

 

・サイナーの箇所の修正（Buden Pusat Statistik→BPS Statistik, Indonesia）、若干のスペルミス（Kabpaten
→Kabupaten）の修正、並びに本プロジェクトの組織チャートへの追記（“Prime Secretary”）をお

願いしたい。（Mr. A. Suherman） 

・“Village potential statistics map”について伺いたい。（大友団員） 

→人口センサスの調査区を使用して作成したが、改善が必要である。（Mr. A. Suherman） 

・現時点でセンサスブロックはスケッチで書かれているので電子化を図る必要がある。（Mr. A. 

Suherman） 

・2006 年１月に州 BPS レベルの会議があるので、その会議でこのプロジェクトの概要を説明する予

定である。（Mr. A. Suherman） 

・本案件は社会的なプロジェクトであるが、どのような人が利用するのだろうか？（塚本総括） 

→地域メッシュ統計情報を広めるために各地でセミナーやワークショップを開く必要がある。

2006 年 12 月までに経済センサスの集計を終了し、その後、集計結果を地域メッシュ別に編成

できるだろう。（Mr. A. Suherman） 

・本プロジェクトで作成された統計地図やデータを販売する必要が生じるが、印刷事情について伺

いたい。（大友団員） 

→BPS は、統計データを印刷できる。（Mr. D. Sulaiman） 

・BPS の今後の統計計画について伺いたい。（立松職員） 

→国家５ヵ年計画（2004 年～2009 年）に基いて BPS も計画を作成しており、2006 年の１月か２

月頃にはできる予定である。この計画の中に地域メッシュ統計も入っている。（Mr. A. 

Suherman） 

・14 州の中心点同定は 100％終了し、CD に入っている。残りは部分的なものである。村（Desa）
などの境界は BPS から BAKOSURTANAL に提供したものであるが、地図の大枠組みは

BAKOSURTANAL が作成した基本地図によるものである。（Mr. A. Suherman） 
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